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要 約 

少子化問題を家族形成過程の問題としてとらえ直し、新たな方向性を探るために文献レビューを行った。現状の把

握については、助産師や大学教員など専門職へのアンケートを行った。 

1.人口学の見地から、少子化の背景要因に関する研究は、母子保健学的アプローチ（リプロダクティブ・ヘルスア

プローチ）と家計アプローチ（経済生活アプローチ）が考えられた。課題としては (1)国際的視点の導入、(2)ライフ

コースに沿った少子化研究の推進、(3)母子保健学的アプローチの推進、があげられた。 

2.当研究所チーム研究における過去の少子化関連研究をレビューした。社会状況の変遷を考慮し、研究の視点を「性

行動」「養育力」「大人観」「ワーク・ライフ・バランス」「親密性」「恋愛観」「性役割観」など、少しずつ変えてきた。

今後はそれらを整理し、母子保健学的アプローチによる研究デザインを構築することが肝要である。 

3.産前産後の支援に関する専門職の意見調査は 119 件の記述回答について分析した。支援の必要性は「仕事をもっ

ている女性」「シングルマザー」「若年の妊婦（母）」の順に記述が多く、「初産」「夫」「高齢妊婦」がこれに続いた。

家族形成支援とは、妊娠以前から始まり、ライフコースを見据えた長期にわたる継続的な支援である。調査ではその

内容の一部を明らかにした。 

 

キーワード：少子化、家族形成支援、リプロダクティブ・ヘルスアプローチ 

 

A MCH Study of Family Support in Japan as a Low-fertility Society: A Review of the Literature and an 

Opinion Survey of Specialists 
 

Sachiko SAITO, Shinobu MIYAHARA, Ryuzaburo SATO, Ayako UCHIYAMA, Yoko KONDO, 

Yoshiharu HOSHIYAMA, Mitsuko HARA, Kazuko TANAKA, Junko SHIRAKO 
 

The researches on low fertility in Japan were reviewed. In addition, a survey questionnaire was administered to specialists 
(midwives, researchers, etc.) to investigate the current state of Japanese family support services. The findings indicated the 
following:  

1. In terms of demography, there are two kinds of investigative approaches to low fertility: (1) a reproductive health 
approach (i.e., maternal-and-child-health research); and (2) an economic life approach (i.e., study of the household economy). The 
following recommendations derive from these investigations: 

(a) Introduction of the international viewpoint on low-fertility investigative approaches.  
(b) Promotion of low-fertility research across the life span.  
(c) Promotion of approach based on maternal-and-child-health research.  

2. The viewpoint on low fertility expressed in research conducted by the Japan Child and Family Research Institute has 
evolved as social circumstances have changed. Topics such as sexual behavior, generativity, images of adulthood, work-life 
balance, intimacy, attitude toward love, and gender roles have been studied. These topics should be incorporated into the 
maternal-and-child-health research approach.  

3. The survey was completed by 119 specialists, and the results show that family-support services are needed for working 
women, single mothers, and pregnant teenage girls. These services should begin prior to pregnancy or shortly after pregnancy has 
occurred and may be required throughout these women's lives. 

 
Keywords：low-fertility, family support, reproductive health approach 
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Ⅰ.研究目的 

 

本研究は、政策課題である少子化問題に対応して、「子

ども・子育てビジョン（平成 22 年 1 月 29 日）」の「目

指すべき社会への政策 4 本柱」の 1 つ「子どもの育ちを

支え、若者が安心して成長できる社会へ」の、施策の具

体的内容「家族形成に関する調査・研究」に取り組むも

のである。本稿の表題は家庭形成支援に関する、となっ

ているが「家族形成」の方がより一般的な用語と考えら

れ、以下では後者を使用することとした。 

少子化問題への施策は、平成 6 年のエンゼルプラン以

来、主に子育て支援に重点が置かれ、出生率低下に歯止

めがかかることが期待された。この間、子育て環境は以

前に比べて改善されたものの、出生率の回復をみるには

至っていない。平成 25 年 3 月、少子化問題に改めて危

機感を持った政府は、内閣府に「少子化危機突破タスク

フォース（作業部会）」を立ち上げ、6 月に策定する「骨

太の方針」にも盛り込み、安倍内閣として少子化対策に

積極的に取り組む姿勢をアピールするとした。森少子化

担当大臣は「出会い、結婚、妊娠、育児のすべてに国が

支援していく必要がある」と語ったとされている 1)。 

男女の出会いから育児まで連続性をもって捉えられ

たことは、少子化問題について、ライフコース研究の視

点の重要性が改めて指摘されたものと言えよう。 

本研究チームはこれまでに、ライフコースの中で、人

が育てられる者から育てる者へ成長発達する各段階での

支援、特に青年が大人（親）になることへの支援の重要

性を指摘してきた2~4)。少子化研究において、出生数の動

向にとどまらずに、改めてライフコースにおける家族形

成過程の問題として取り組むためには、現時点で、これ

までの少子化研究を振り返り、今後の研究の方向性につ

いて検討する必要があろう。 

そこで、少子化研究のこれまでのレビューを行った上

で、課題探究的調査を行った。調査の焦点は、出産とい

う家族形成過程における中心的イベントである。出産前

後を通して必要とされているニーズについての現状を明

らかにし、今後の家族形成支援についての課題抽出を目

的とした。 

 

 

Ⅱ．研究方法 

 

１．文献研究 

１）少子化研究において、多くの蓄積のある人口学の知

見をレビューし、母子保健学的観点に立った少子化研究

の意義について検討した（佐藤が担当）。 

２）本研究チームおよび本研究所で過去に実施した、少

子化関連研究をレビューした。 

なお、文献リストはⅡ～Ⅳの章ごとに掲載し、文献番

号は章ごとに振り直した。 

２．専門職を対象とした意見調査 

１）調査の概要 

専門職を対象として表 1 に示す 2 回の調査を実施した。 

調査 1 は、保健分野の研修会に参加した専門職を対象

に、調査主旨について説明を行い、協力を求めた。調査

票への回答をもって調査協力への同意を得たものとした。 

調査 2 は、Microsoft Word で作成したアンケートの文

書ファイルをEメールに添付して送信した。対象選定は、

研究協力者を通して個別に調査依頼を行い、主任研究者

への返信で回答を得た。要望により、一部郵送で回答を

得た。 

 

表 1．調査対象と方法など 

 調査 1 調査 2 

対象 助産師など主に

保健分野の専門

職 

保育者養成課程の

大学教員、保育士、

など主に保育関係

者 

調査方法 自計式集合調査 E メールアンケート

回収方法 その場で回収 メールで返信、一部

プリントアウトを

郵送で回収 

調査時期 2012 年 9 月 2012 年 12 月～

2013 年 3 月 

調査場所 首都圏 首都圏、北海道、他

サンプル数 96 件 23 件 

 

２）倫理的配慮 

調査 1、調査 2 ともに無記名で個人の特定はできない

ものとした。調査内容と方法については、日本子ども家

庭総合研究所倫理委員会の承認を得た（通知番号第 53

号）。 

３）調査内容 

属性を除き全問で記述式の回答を求めた。調査票は、

調査方法（集合調査とメール調査）に合わせて、若干の

体裁を変え、保育者養成内容に関する項目は調査 2 のみ

で設問した。以下に調査 2 の調査項目を挙げ、同調査票

を稿末に添付する。 

 

[調査項目一覧] 

1．乳幼児のいる家庭へ、今必要な支援 

2．出産前（妊娠中）の支援 

3．家族形成前の若い世代へ必要と思われる支援 

4．わが国は子どもを産み育てにくいと言われる要因 

5．現代社会で、保育者養成において重点をおくべきこと 

6．回答者の属性（年齢、性別、勤務先形態、職種、経

験年数、婚姻関係、子の有無） 
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３．分析方法 

記 述 回 答 に つ い て は 、 テ キ ス ト 分 析 ソ フ ト

WordMiner1.0 を補助的に使用したが、複数の研究者で

項目別に分類整理を行い、協議してまとめとした。課題

探索を目的とした調査のため、質的分析を主眼として、

量的な言及は最小限にとどめることとした。 
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Ⅲ 結 果 

 

Ⅲ—１．少子化に関する研究の現状と課題 

Ⅲ−２． 日本子ども家庭総合研究所過去のチーム研究に

おける少子化関連の研究について 

Ⅲ−３．専門職に対する意見調査 

 

 

Ⅲ—１．少子化に関する研究の現状と課題 

 

少子化に関する研究は、出生力の水準と動向に関する

研究、少子化の影響に関する研究、少子化の要因に関す

る研究、関連する政策に関する研究などに大別される。

以下、研究の現状を概説し主要な研究課題を提示する。

とりわけ母子保健学的観点に立った少子化研究の意義に

ついて検討する。 

 

１．少子化の意味 

（１）少子化の定義 

少子社会という言葉が国民的関心事となって久しい

が、「少子化」は元来人口学の専門用語ではなく、経済企

画庁『国民生活白書』（1992 年版）の副題「少子社会の

到来、その影響と対応」に由来する語である。今日広く

用いられるようになった「少子化」の語は、たんなる出

生力低下にとどまらず、人口置換水準を下回る低出生力

（below-replacement fertility）を意味する。たとえば、

大淵（2005）14)は少子化を「出生力が人口の置換水準を

持続的に下回っている状態」と定義した。同様に、阿藤

（2005a）6)は「出生率が人口置換水準を下回り長期間低

下・低迷すること」と定義している。 

なぜ出生力が人口置換水準を下回ることが問題なの

かといえば、人口の再生産（親世代と同数の子世代によ

る人口の置換）がなされず、人口は縮小再生産を繰り返

すため長期的に際限なく減少が続くことになるからであ

る。人口置換水準は、厳密に言えば純再生産率が 1 に等

しい状態を指すが、これは現在の先進諸国では合計特殊

出生率（total fertility rate: TFR）が約 2.1 の水準に相

当する（佐藤 2008 参照）26)。 

少子化は今日先進諸国共通の現象となっているが、出

生率の水準にはかなり差がみられ、出生率が人口置換水

準を少し下回る程度（合計特殊出生率が 1.5～2.0）の国々

がある一方、大きく下回る（合計特殊出生率が 1.5 未満）

国々がある。合計特殊出生率が 1.5 を下回る場合、文字

どおり非常に低い出生率という意味で“very low fertility”

といわれる（Caldwell and Schindlmayr 2003）49)。また

合計特殊出生率が 1.3 未満の出生率水準に対して 

“lowest-low fertility”という言い方もある（Kohler et al. 

2001; Kohler et al. 2002; Billari and Kohler 2004）
51)52)48)。“lowest-low fertility”に対して鈴木（2002）31)

は「極低出生力」という訳語をあてている。 

 

（２）日本の出生率の動向 

日本の出生数と出生率のこれまでの推移を厚生労働

省の「人口動態統計」によって見ると、終戦直後のベビ

ーブームでは１年間に 250 万人以上の人が生まれたが、

その後、急速な出生率低下が起こり、1950 年代半ばから

1970 年代前半までの間は、合計特殊出生率がほぼ 2 前

後で安定した時期が続いた（例外は 1966 年で、丙午と

いう迷信のため、合計特殊出生率が一時的に 1.58 に落ち

込んだ）。その後、1970 年代半ばから、合計特殊出生率

は人口置換水準を割り込み、少子化といわれる低い出生

率が続いている（佐藤 2008 参照）26)。 

特に、1989 年の合計特殊出生率が、丙午の年の 1.58

をも下回る 1.57 を記録したことは「1.57 ショック」と

いわれ、少子化に対する国民の関心が高まるきっかけと

なった。合計特殊出生率はその後も下がり続け、2005

年には 1.26 というこれまでの最低の率を記録した。その

後やや上昇したものの 1.3 台の低い水準にとどまってい

る。 

 

（３）先進諸国の出生率の動向 

近年すべての先進国および韓国で出生率が人口置換

水準をほぼ下回っているが、興味深いのは、合計特殊出

生率 1.5 を境に、比較的緩やかな少子化の国と非常に厳

しい少子化の国に分かれる傾向を示していることである。

前者は「緩少子化」（moderately low fertility）の国、後

者は「超少子化」の国と呼ばれる（少子化国を「緩少子

化」国と「超少子化」国に分ける用語法については、阿
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藤（2005b）、守泉（2007）も参照）7)45)。ここで合計特

殊出生率 1.5 という境界線は非常に重要な意味を持って

いる。なぜならば、ごく短期的な変動は別にして、現在、

合計特殊出生率が 1.5 以上ある国は過去に１度も 1.5 以

下に下がったことがないからである。また逆に、いった

ん 1.5 以下に下がった国で、その後 1.5 以上に回復した

国はほとんどないといってよい（佐藤 2008）26)。 

次に各国の出生率の地理的特徴を概観する。国連の世

界人口推計 2010年版（中位推計）により世界各国を 2005

～2010 年の推定される合計特殊出生率水準によって区

分すると、地理的な特徴が明瞭に描かれる（佐藤・池上

2012）30)。少子化（合計特殊出生率が 2.1 未満）の国々

は前述のように 2 つのグループに分かれ、第１グループ

（緩少子化国）に含まれるのはフランス、オランダ、イ

ギリス、スウェーデンなど主に北欧・西欧諸国とアメリ

カ合衆国、カナダ、オーストラリアなどいわゆる「新大

陸」の先進国である。これに対して後者第 2 グループ（超

少子化国）には、イタリア、スペイン、ドイツ、ロシア

など南欧から中東欧にかけての国々および旧ソ連の多く

の国々そして日本、韓国など東アジアの一部の国が含ま

れる。 

ここで大変興味深いことは、合計特殊出生率が 1.5 を

下回る国がユーラシア大陸の東端（日本、韓国）から西

端（スペイン、ポルトガル）まで旧ソ連・中東欧・ドイ

ツ・南欧を介して連続した一続きの帯をなしていること

である。これは「世界の超少子化ベルト地帯」とでも呼

べるものであり、このようなパターンがみられることは

超少子化の要因として経済発展の水準の違いだけでは説

明がつかず、文化的・歴史的背景を探ることの重要性を

示唆するものといえる。 

 

（４）日本の出生率の将来の見通し 

現在に至るまでの日本の出生数と合計特殊出生率の

推移については既にみたが、将来はどうなるのか。2010

年国勢調査の人口に基づき、2012 年 1 月に国立社会保

障・人口問題研究所が公表した新しい将来人口推計の出

生中位推計によれば、2010 年から 2060 年にかけて、合

計特殊出生率は 1.3 台で推移する（最終的には 1.35）見

込である（国立社会保障・人口問題研究所 2012）23)。す

なわち超少子化から脱することがない。この 2060 年に

おける最終的な合計特殊出生率は、同推計の出生高位推

計では 1.60、出生低位推計では 1.12 となっている。す

なわち、高位推計では辛うじて緩少子化に達するものの、

低位推計の場合、超少子化の中でもいっそう厳しい少子

化におちいる見通しとなっている。１年間の出生児数は、

現在かろうじて 100 万人を保っているが、同推計（出生

中位、死亡中位）によれば、2060 年には 48 万人にまで

減少する。それゆえ、超少子化は、日本にとって現在の

問題であるだけでなく、将来、少なくとも 50 年先まで

続く問題である。 

２．少子化の要因に関する研究の現状 

少子化の原因を探るには、出生力低下の機序すなわち

人口学的メカニズム（形式人口学的説明）と背景要因（実

体人口学的説明）に分けて分析する必要がある。この分

野では近年多数の研究報告がなされているが、ここでは

出生力に関する人口学的な要因研究の基本的枠組み（佐

藤 2008 など）26)にしたがって最近の研究動向に着目する。 

 

（１）人口学的メカニズム 

日本の少子化の機序として人口学研究者の間で特に

注目されているのは以下 4 つの論点である。 

 

Ａ）テンポ効果かカンタム効果か？ 

金子（2004）16)によれば、日本の少子化の過程でテン

ポ効果（タイミング効果）は重要な働きをしてきたが、

近年はコーホートで見ても実質的な出生率の低下が認め

られている（別府（2001,2005）、Suzuki（2003）も参

照）40)41)63)。 

 

Ｂ）結婚率の低下か夫婦出生率の低下か？  

日本では婚外出生が依然少ないため、出産行動の変化

（少子化）は結婚行動の変化（未婚化）と夫婦の出産行

動の変化（有配偶出生力の低下）にほぼ分解される。コ

ーホートを分析対象としてシミュレーションをおこなっ

た岩澤（2002）9)によれば、合計特殊出生率が 2 を超え

ていた 1970 年代からそれが 1.36 にまで下がった 2000

年に至る期間の低下分の約７割が結婚行動の変化、残り

3 割が夫婦の出生行動の変化によって説明される。ただ

し 1990 年から 2000 年までの間については、合計特殊出

生率の低下の約 6 割が、夫婦の出生行動の変化によると

分析されている（廣嶋（2001）も参照）39)。 

 

Ｃ）結婚・出産意欲の低下か結婚・出産の先送りか？ 

国立社会保障・人口問題研究所（2007ab）22)の出生動

向基本調査によると、若い人々の結婚・出産に対する意

欲はさほど低下しておらず、結婚・出産の先送り

（postponement）が初婚率低下や夫婦の出生率の低下を

招いているといえる。合計特殊出生率が 1.5 をも下回る

超少子化社会では（しかも女性の生殖年齢の限界から先

送りを後で完全に取り戻すことが困難なことを考え合わ

せると）、生殖過程への参入（初婚あるいは第 1 子出生）

年齢が出生力決定の鍵を握ることは明らかであり、「先送

り」という現象は研究対象として今日非常に大きな意味

を持っている。 

 

Ｄ）避妊、人工妊娠中絶など出生コントロールの効果

が高まったのか？ 

夫婦の出生力は妊孕力（人口における潜在的な生物学

的生殖能力）や性交頻度が一定とすれば、避妊、人工妊

娠中絶など出生コントロールによって左右される。しか
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し出生動向基本調査などによると、わが国夫婦の避妊パ

ターンに近年大きな変化はなく（国立社会保障・人口問

題研究所 2007a）21)、政府統計による人工妊娠中絶率は

持続的に低下している（佐藤・白石・坂東 2007）29)。15

歳から 49 歳までの女性の避妊実行率を国際比較しても、

日本は先進諸国の中で最も避妊実行率が低い国の一つと

いえる（Sato and Iwasawa 2006）62)。しかも、諸外国

では不妊手術や経口避妊薬（ピル）といった避妊効果の

高い方法を用いているカップルの割合が多いのに対して、

日本では 2005 年の出生動向基本調査によれば、避妊実

行中の夫婦のうちピルを用いている割合はわずか 1.9％

に過ぎず、コンドームが 74.9％と圧倒的多数を占めてい

る（国立社会保障・人口問題研究所 2007a）21)。日本は

ピルが普及することなく超少子化になったという点で、

世界でもユニークな国といえる。 

このように日本では出生コントロールの総体的効果

が諸外国に比べて低いにもかかわらず夫婦出生力が低下

しつつあるという一見奇異な現象から、日本のカップル

の間で性交頻度が低いのではないかという疑問がもたれ

ている（Suzuki 2006、佐藤 2008）65)。性交頻度に関す

る統計データは乏しいが、日本家族計画協会の北村

（2008）20)らの全国調査におけるセックスレス・カップ

ルに関する調査結果はこの見方に一定の裏付けを与える

ものといえる（北村 2005）19)。日本大学人口研究所の全

国調査を分析した Moriki（2012）56)もセックスレス傾向

について同様の結果を示している。 

 

（２）背景要因 

少子化の背景要因を探るにあたっては、狭義の人口

学のみならず経済学、社会学、医学生物学など幅広い

領域から様々なアプローチがなされている（佐藤 2008

参照）26)。 

また別の切り口から見ると、マクロ統計的な分析方法

と、個人のライフコースに沿った研究方法がある。後者、

すなわちライフコースに沿って研究するということは、

つまり個人がその人生においていつ何人子ども持つか持

たないかという個人の希望を実現していく過程に着目す

ることである。いわば「生殖戦略」がどのように立てら

れ、それがうまくいくかどうかを過程に沿ってみていく

ものといえる。これには、母子保健学的アプローチ（リ

プロダクティブ・ヘルスアプローチ）と家計アプローチ

（経済生活アプローチ）という 2 つの接近方法が考えら

れる（佐藤 2012 参照）30)。 

 

Ａ）母子保健学的アプローチ（リプロダクティブ・ヘ

ルスアプローチ） 

これは生物学的あるいはセクシュアリティの側面に

沿った研究アプローチである。ヒトは母親の胎内にいる

とき既に精子や卵子のもとになる細胞をもっており、つ

まり胎児期から次の生殖の準備をしているわけであるが、

出生後、思春期にかけて心身が成熟し、生殖が可能とな

る。そして、異性への関心、デート、性交といった性行

動を通して、妊娠・出産・育児という生殖行動に至る。

そこでは、いつ何人、子どもを持つ、持たないという出

生に関する意図が働き、またこれを避妊や人工妊娠中絶

によってコントロールしている。ジェンダー観、家族観

といった広い意で性と生殖に関連する意識や価値観もこ

こに含めて考えることにする。 

ところで、先に先進諸国（および韓国）は「緩少子化」

（moderately low fertility）と「超少子化」（very low 

fertility）の 2 グループに別れ、そこには文化的・歴史

的背景が示唆されると述べたが、このような違いをもた

らす「文化的」要因として、どのようなことが想定され

るだろうか。ここで出生力決定のメカニズムに戻ると、

両グループの大きな違いは婚外出生割合の水準にある。

一般に超少子化国では同棲や婚外出生が少なく、緩少子

化国では同棲と婚外出生が多い傾向にある。したがって、

佐藤（2008）26)が示したように、かつてはどの国でも大

部分の女性が結婚し子どもを産むことにより人口置換水

準以上の出生率がもたらされていたのが、いずれの国で

も結婚率の低下がおこったのだが、反応が 2 つに分かれ

たとみることができる。すなわち第 1 グループの国では、

結婚という形をとるかどうかは別として、男女のパート

ナーシップは頑強であり（いわば「カップル文化」が存

在するために）、結婚率低下が同棲と婚外出生によって一

定程度代償され、出生力低下は「緩少子化」の水準に留

まったといえる。他方第 2 グループでは、結婚以外の男

女のパートナーシップが脆弱（いわば「カップル文化」

が不在）であるがゆえに、結婚率低下がそのまま地滑り

的出生率低下をもたらし「超少子化」におちいったと解

釈できる。 

それでは、このような男女パートナーシップのパター

ンの違いをもたらす「文化的」背景とは何であろうか。

この点で津谷（2004）35)は、北欧や北米およびイギリス

やフランスの「個人主義の文化的伝統」と日本や南欧お

よびドイツ語圏の「強い家族主義の文化的伝統」を対比

し、この違いによるジェンダー・システムの本質的な差

異が 1970 年代以降「個人主義社会」で婚外出生率が急

増した背景にあると考えている（Dalla Zuanna and 

Micheli（2004）, 河野（2007）も参照）50)。 

とりわけマクドナルドは家庭外（職場など）と家庭内

におけるジェンダーの公平を区別し、前者が高水準にあ

ることと後者が不公平な状態におかれていることの葛藤

ないし不一致に、今日の先進国における超少子化の原因

を見出そうとしている（McDonald 2000）55)。このよう

にジェンダーの状況と出生力を結びつける見方はわが国

でも有力であり、超少子化国（それも東アジアの日本、

韓国）で男性の平均家事時間が格段に短いことはその一

つの例証とされる。しかしそれだけではまだ十分な説明

とはいえず、さらに男女間の「親密さ」（intimacy）や
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情愛（affection）の表現様式を含む広い意味のセクシュ

アリティのあり方の差異が検討されるべきではないかと

佐藤（2008）26)は考えている。最近日本でセックスレス・

カップルが増えているという先の指摘はこの議論につな

がるものである。とくに日本では「縦」（親子）の関係が

強靱なのに比べ、「横」（カップル）の関係が比較的弱い

のではないか、その一つの表れとして若者のパートナー

シップ形成が欧米諸国に比べ低調なのではないかといっ

た見方がある。この点に関連して、阿藤（1997ab, 2000a）
1)2)3)は未婚化の要因の一つとして、日本における「デー

ト文化の未成熟」を挙げている（同棲を含めた男女パー

トナーシップの問題については岩澤（2004b）も参照）11)。 

日本のような超少子化の国の根底には性・生殖に対す

るネガティブ（否定的、消極的）な態度、文化、社会制

度が横たわっているのではないだろうかという疑問も検

証されるべきであろう（Namihira 2001, Matsumoto 

2001）57)53)。いずれにしても、家族主義（familism）の

強靱さとカップル文化の脆弱さに着目する見方は歴史的

文化的要因の探求を促すものであり、今後掘り下げた研

究が必要な課題といえよう。東アジアの少子化研究から、

Suzuki（2006）65)も日本の超少子化には文化的要因が大

きいこと、東アジアは南欧より深刻なことを示唆してい

る。 

少子化の要因に関する医学生物学視点からの研究は

まだ蓄積が乏しいが、出産年齢の上昇、婚前・婚外性交

の増加と性感染症の蔓延、女性の働き方やライフスタイ

ルの変化（やせ志向や喫煙など）といった最近の動きや

環境要因の変化（内分泌攪乱化学物質の影響など）と妊

孕力の関連について検討の必要がある（武谷 2001, 堤

2008）33)34)。 

このような医学生物学からのアプローチは、人間の性

（セクシュアリティ）に関する社会学、人類学などから

のアプローチと一つの共通領域を形成するものであり、

それは 1994 年の国際人口開発会議を契機に世界に広ま

った「リプロダクティブ・ヘルス」（性と生殖に関する健

康）の概念によって包括することもできる（佐藤 2005）
25)。今後、「リプロダクティブ・ヘルス」の視点に立った

少子化の要因研究の進展が望まれる。 

 

Ｂ）家計アプローチ（経済生活アプローチ） 

これは限りある時間や資源をどのようにやりくりし

て生活を成り立たせ、なおかつ子どもを持つという経済

生活の側面に沿った研究アプローチである。生計アプロ

ーチといってもいい。一日の時間は限られており、人は

自分の健康状態やこれまでに受けた教育、職業能力など

を活用して労働時間や家事時間をやりくりしている。自

身の生活や子育てには費用がかかるが、これを個人や世

帯の所得と児童手当のような給付でまかなっているわけ

である。親の手助けや保育サービスなどの利用可能性も

注目点である。 

ライフコースにおける家計アプローチの出発点は 2 つ

の場合が考えられる。一つは若者が親元を離れる離家で

あり、もう一つは結婚（広くいえばパートナーシップ形

成）である。したがって離家や結婚が遅れると、子ども

を持つための期間が短くなり、出生力低下の方向に作用

することになる。家計アプローチに立った調査研究例と

しては阿藤ら（2011）8)などがある。 

ちなみに経済合理性の視点からは、子どもの効用（便

益）の減少と不効用（費用）の増大、とりわけ女性の就

業に伴う間接費用（機会費用）の増大、女性の教育水準

が上昇し社会進出が進んだことによる従来の性別役割分

業システムの効率の低下といった点が注目される。また

男女の結婚観のミスマッチにも関心が寄せられている。

結婚しても子育ての経済的・心理的負担や、就業継続と

出産・育児の両立の難しさが子どもを持つことをためら

う理由になっているとみられ、その背景には個人や家族

の生活より仕事を優先する企業風土があるといわれてい

る（大淵（2000）12）、Retherford et al.（2001）59)、高橋

（2004）32)、加藤（2004）15)、和田（2004）46)、永瀬（2004）
37)、Rosenbluth（2007）61)など参照）。 

さらに近年は青年層男女の非正規就業の増加など雇

用や働き方の問題と結婚・出産行動の関係も注目を集め

ている。第 12 回出生動向基本調査（2002 年実施）夫婦

調査を用いた岩澤（2004a）10)の分析によれば、1990 年

代に入ってパートや派遣など非典型労働に従事する女性

が増えているが、こうした働き方では子どもを持つタイ

ミングが遅れ、子ども数そのものも少ない傾向がみられ

た。また樋口ら（2004）38)は、パネル調査の結果に基づ

いて、25 歳のときに未婚であった女性のその後の有配偶

率について、フリーター経験者（非正規労働者として働

いていた人、あるいは無業であった人）と正社員経験者

を比較し、前者の結婚率がより低いことを示した。 

社会学をベースとしたアプローチの主なものとして

は、価値観・規範、ジェンダー・家族・社会システムな

どの視点から、結婚観の多様化、個人重視傾向、「リスク」

回避傾向などの状況が注目されている。結婚に関する男

女の意識の不一致は経済人口学と社会人口学がともに扱

うテーマであるが、社会学的アプローチでは特にジェン

ダーの不公平などジェンダー関係と結婚・出産行動の不

適合に関心が寄せられている（阿藤（1997ab, 2005ab）
1) 2) 6) 7), Matsuo（2003）54), Rindfuss et al.（2004）60), 目

黒・西岡（2004）42)、津谷（2005）36)、河野（2007）18)

など参照）。とくに最近注目されるのは、青年の「成人期

への移行」の遷延である。 

「成人期への移行」（transition to adulthood）とは、

学校を卒業して就職する、親元を離れて独立する、パー

トナーを見つけて新しい家族を形成するなど、ライフコ

ースにおける一連の事象を包括する概念である。つまり、

現代社会において「おとな」として期待される役割を獲

得する過程を指す。先進諸国ではこの過程が遷延してお
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り、このことは少子化と密接に関連しているといえる。

成人期への移行が延びたのは、一面では高度経済成長に

より豊かな社会が実現し、若者が高学歴化したことによ

り、行動選択の幅が広がった結果ともいえる。しかし、

最近では経済成長の終焉、グローバル化などの影響で、

若者の間に雇用の不安定化と将来への不安が広がってき

たことが指摘されている（山田 200443）, 宮本 200644)）。

このように「成人期への移行」という視点は、母子保健

学的アプローチとも深く関連している。 

 

３．少子化をめぐる政策対応に関する研究 

少子化をめぐる政策対応といえば、少子化の結果に対

する対応（少子化適応政策）と少子化の原因に対する対

応（少子化是正政策）の別があるが、ここでは主に後者

に注目する（人口をめぐる政策と倫理の研究枠組みにつ

いては、佐藤（2000）24）参照。わが国の少子化に関する

政策的研究課題については、阿藤（1997b）2)、阿藤（2000a）

参照）3)。 

日本で少子化問題が広く社会的関心を集めるように

なったのは 1990 年の「1.57 ショック」（1989 年の合計

特殊出生率が、当時としては史上最低の丙午の年をも下

回る 1.57 であることが翌年の 1990 年に分かったこと）

が一つの契機とされるが、厚生省の下に設置され 1953

年から 2000 年まで続いた人口問題審議会で少子化問題

が中心議題として取り上げられたのは 1997 年のことで

あった（阿藤（2000b）参照）4)。この年、人口学者も含

めた同審議会は集中的な審議をおこない「少子化に関す

る基本的考え方について：人口減少社会、未来への責任

と選択」と題する報告書を提出した。この報告書は、女

性の社会進出の時代にあって仕事優先の固定的な雇用慣

行と固定的な男女の役割関係が仕事と家庭の両立を妨げ

ていると指摘し、企業社会と家庭・地域両面でのシステ

ム変革の必要性を訴えた。1990 年の「健やかに子どもを

生み育てる環境づくりに関する関係省庁連絡会議」設置

に始まり、育児休業制度の創設、児童手当の拡充、保育

サービスの拡大と制度の見直しなどを進めてきた政府の

一連の施策は、概ねこの考え方に沿ったものとみてよい

だろう（阿藤（2002）5）, Atoh（2002）47)、大淵（2002）
13)、Ogawa（2003） 58)など参照）。 

その後も合計特殊出生率の低下が続き、将来の人口減

少と著しい高齢化が予測される中で、少子化問題に対す

る国民の関心はいっそう高まった。2003 年 7 月には、

次世代育成支援対策推進法、ならびに少子化社会対策基

本法が成立し、少子化問題に対する国の取り組みは新し

い段階に入ったといえる。これまでの関連施策を整理す

ると大まかに以下の 6 項目に分類されるといえよう。 

（１）児童手当の拡充 

（２）育児休業の制度化と普及促進 

（３）保育サービスの拡充、働き方の見直し、若者の自

立支援など 

（４）男女共同参画の推進 

（５）地方自治体、企業等における取り組みの推進 

次世代育成支援対策推進法に基づく地方自治体の取

り組みについては鎌田（2011）17)の分析などがある。 

 

４．まとめ：少子化研究の課題 

以上、少子化の概念、見通し、原因、政策等をめぐる

今日の議論を紹介した。その上で研究上の残された課題

について述べることにする。 

第一に、国際的視点の導入である。先に述べたように、

合計特殊出生率 1.5 を境に「緩少子化」国と「超少子化」

国に分かれる傾向があり、そこには、出生率の趨勢にお

いて、また地理的・文化的にみて世界の先進諸国を二分

するディバイド（分割線）が存在するからである（河野

2007）18)。いずれにせよ日本の超少子化の原因と政策対

応を探るにあたってはグローバルな視点が必要である。

「緩少子化」国と「超少子化」国の差異のメカニズムや背

景を追求することは日本の超少子化の原因と対策を考察

する上で大きな鍵となることは間違いない。とりわけ東ア

ジア諸国との比較は興味深い（佐藤 2012 など参照）27)。 

第二に、ライフコースに沿った少子化研究の推進であ

る。この視点は若者の「成人期への移行」という研究枠

組みと符合する（佐藤・白石 2009）28)。結婚・出産・子

育て、一般的にいえば、人間の配偶（パートナーシップ

形成）と生殖は個人のライフコースという過程に沿って

理解していくことができるであろう。それには大きくい

えば、母子保健学的（リプロダクティブ・ヘルス）アプ

ローチと家計（経済生活）アプローチがあるといえる。

どちらのアプローチにおいても一連の過程のどこかでブ

ロックが起こることにより出生が阻止されているわけで

あり、ブロックを見つけて取り除くことができれば、出

生力の上昇に寄与すると考えられる。とりわけ後者のア

プローチによる家族形成支援政策は、広義のワーク・ラ

イフ・バランスと政策目標の方向が合致しており、その

あり方や効果については今後も研究や分析が積み重ねら

れていくことであろう。 

第三に、ライフコースに沿った少子化研究の中でも、

とりわけ母子保健学的アプローチの推進である。いうま

でもなく、生殖は生物学的・性的な営みである。たとえ

安定した雇用、十分な所得、充実した制度、高いジェン

ダー平等度の社会が実現したとしても、それだけでは即

座には生殖に結びつかない。もう一つ介在するものが必

要であり、それはカップルの親密さとか性愛、またお産

や子育てをポジティブにとらえるかどうかといった広い

意味のセクシュアリティに関する事柄である。このアプ

ローチはデータも乏しく、ほとんど手つかずの状態にあ

るのが現状である。母子保健学研究の一環として、少子

社会における家族形成支援に関する研究の進展が待望さ

れる。 
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Ⅲ−２．日本子ども家庭総合研究所のチーム研究

における少子化関連の研究について（平成9～23
年度文献レビュー） 
 

当研究所において過去に行った少子化関連のチーム

研究について、簡約とともに表 2 に示した。3 年間を一

区切りとし、平成 9 年から平成 17 年は宮原が主任研究

者を務め、平成 18 年以降は齋藤が務めた。以下年次の

順を追って、若干の社会背景とともに概観する。 

 

平成 9～11 年度当時は、「援助交際」「テレクラ」な

ど 10 代女子の性の商品化の問題が浮かび上がっていた。

始めに青少年の性に関連する文献研究を行い、主なる調

査結果を検討した結果、その内容は性行動が主で、性意

識に関する比重は軽いと思われた 1)。また、この時期に

は平行して厚生科学研究「少子化についての専門的研究」

（主任研究者 平成 9 年度 平山宗宏、平成 10～11 年度 

高野陽）が実施され、筆者らも関わっていた。近い将来

親となる年齢に達する若者の行動や価値観を調べておく

ことは、少子化研究としても重要と考え、高校生や大学

生を対象に生活行動とともに性や結婚に関する意識を調

べた。 

その結果「愛情」-「性交」-「結婚」-「人生の充実」-

「子どもを持つこと」についての意識において、乖離が

認められた 2)。すなわち、恋愛，結婚、出産という行為

がこの時代の青年の意識において既に、連続した行為と

は捉えられていなかった。一方、性交経験のある高校生

は未経験の群に比べて、結婚・子育て志向が高く、性役
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割分担意識など保守的傾向が認められた 3)。 

「援助交際」という性の逸脱行為が出現したこの時代

の高校生は、現在 30 歳前後となっており、結婚・出産

年齢に当たっている。この世代の現在の性意識や、実際

の家族形成行動について調べることは一考する価値があ

ると思われる。 

また、性的被害は「見知らぬ人」のみならず「身近な

人」から受けることも多かったことや、女性は男性に比

べて自分の性を受容している割合が低いなどの状況から、

女性には性に関する葛藤があることが伺えた 2)。背景に

は社会的要因が考えられ、今後追究すべき問題のひとつ

と言えよう。他に、性感染症に関して無防備な態度がみ

られるなど、青年の性生活に関する支援体制の必要性を

明らかにした。 

 

平成 12～14 年度は、養育力を課題とした研究を開始

した。母子保健の見地からみた少子化問題は、人口減少

の問題のみならず、少子化による養育環境の変化など子

どもへの影響や、個人および社会の養育力の低下が懸念

された。 

平成 12 年 11 月には「児童虐待の防止等に関する法律」

が施行され、児童虐待が社会問題として捉えられるよう

になり、「家庭の養育力低下」は児童虐待の要因として

論じられるようになった。虐待の要因としての養育力は、

子どもを世話する能力や経済力などで測られたが、少子

化の背景要因としての養育力（次世代を生み出し育むこ

と）を測ることは、指標の選定に困難が伴った。少子化

研究では、世代の再生産にかかる「広義の養育力」につ

いて検討が必要と考えた。 

そこで、まず文献研究 4)により、世代の再生産、継承

について検討し、「大人になること」すなわち人格発達

の側面から、個人の養育力について取り組むこととした。 

E.H.エリクソンの人格発達の理論の成人期の命題“ジ

ェネラティビティ”を養育力の中核概念とし、エリクソン

心理社会的段階目録検査（EPSI）25)を人格成熟度の指標

とした調査研究を行った 5) 6)。“ジェネラティビティ”は邦

訳が「生殖性」「世代性」などで、その意味するところ

は「生み出すこと、生産性、創造性を包含する概念」で

ある 26)。EPSI 得点は養育性や世代継承性を表す調査項

目と正の関連を示し、20～50 代という幅広い年齢層で同

指標が有効であることを確認した。また、成育環境（家庭

の雰囲気、両親の夫婦関係、家庭外の人との触れ合いなど）

と養育力との関連もみられ、以降の研究に繋がった。 

 

平成 15～17 年度は、15～25 歳の男女を対象に EPSI

とストレス対処能力の一種 SOC（首尾一貫感覚）、対人

関係スキルなどとの関連を調べ、20 歳未満においても、

EPSI の指標としての有効性について確認した7)。 

次いで、価値観と養育力の継承について調べるため、

大学生の親子ペアで調査を行った。養育力は親子間ある

いは家庭内でのみならず、社会生活で様々な人と触れ合

う中で継承されると考えられた 8)。本研究はそれまで個

人の養育力について注目してきたが、それが社会の養育

力によって育まれるということが示唆された。 

平成 15 年に「次世代育成支援対策推進法」が成立し、

「次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育

成される社会の形成に資することを目的とする」とされ

たことは、社会の養育力について目をむけられたものと

いえる。なお、広義の養育力が次世代に向かって発揮さ

れる時、「次世代育成力」と表現することができよう。 

次に、乳幼児を育てている男女を対象に、EPSI、SOC

と育児観との関連を調べた結果、EPSI と SOC の相関は

高く、SOC の要素である有意味感が肯定的育児観に関連

していた 9)。日々の生活の中で、育児に意味を見いだせ

ることが大切と考えられた。 

 

平成 18～20 年度のキーワードは、「大人観」「ワーク・

ライフ・バランス」であった。大人観として「一人前の

大人とはどういうことだと思うか」について設問した。

「責任」「社会常識」「自立」などがまずあげられ、「世話」

「養う」など養育性を示す項目の選択率は、これらより

下位であった 10)。 

平成 19 年に、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）憲章」が策定されたことを受け、ワーク・ラ

イフ・バランス（以下、WLB と表記）の達成度や満足

度と EPSI、SOC、育児観などとの関連を調べた。大学

生親子と乳幼児の親を対象にした調査では、WLB 満足

度が高い群の方が、肯定的育児感を持っていた 10)。仕事

を持つ男女を対象とした調査では、EPSI 得点と WLB

の達成度や満足度の間で正の関連が認められた 11)。ワー

ク・ライフ・バランスをとることは、人格の成熟度と関

連しているという結果であった。 

「大人観」との関連としては、「大人として自覚のな

いもの」は、「大人として扱われていない」割合が高く、

EPSI、WLB の達成度や満足度の得点が低いという結果

が得られた。また、女性の方が男性に比べて大人として

扱われない傾向が認められた。これを受け、続く高校生

を対象とした調査では、性意識や性役割に注目した。 

高校生の女性性・男性性の得点に性差はなく、両得点の

高い群が男女問わず養育力は高かった12)。このことは、養

育力とジェンダーについて追究する必要性を示したが、女

性性・男性性の指標は適切か、などが課題となっていた。

平等主義的性役割態度は女子の得点が男子に比べ高く、結

婚志向との間に負の相関が認められた。すなわち平等志向

の者は結婚を回避する傾向があることを示した。この傾向

は以下の家族形成意識の調査においても確認された。 

平成21～23年度には、国立社会保障・人口問題研究所

の研究会に参加する機会を得て、マクロなデータからみ

た少子化問題の知見を得ることができた。そこでは、「少

子化の要因としての成人期移行の変化に関する人口学的
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研究」が、主に家計アプローチ（経済生活アプローチ）で

研究が進められており、また国際比較の研究から、我が国

が「超少子化国」に属することが明らかにされていた。 

そして、少子化問題研究全体から見て、本研究の目指

すところは個人のライフイベント（結婚、出産、育児な

ど）からみた少子化問題へのアプローチであり、リプロ

ダクティブ・ヘルスアプローチ＝母子保健学的研究であ

るという位置づけを明確にすることができた。母子保健

学的見地から「成人期への移行」とは、親になって行く

過程と捉えた。 

そこで、成人の前段階に注目し、エリクソンの人格発

達の理論、成人期の命題ジェネラティビティ（生殖性・

世代性）の前段階、青年期の「同一性」、前成人期の「親

密性」について検討することとし、中学生、高校生、大

学生と順次アンケートを実施した 13)14)15)。 

中学生調査では、家族形成意欲は、子どもをもつこと

への肯定的な態度や、人との親密な関係（親密性）、心の

安定（安心できる居場所がある）と関連があった。 

調査にあたって配慮したことは、アンケートに答える

ことの教育的意義であった。回答すること自体が生徒へ

の支援となるような調査項目を設定し、「アンケートに答

えて自分をみつめることができた」「将来を考えた」「周

りの人を大切に思うようになった」などの回答が得られ

た 13)14)。 

恋愛観については、「草食系男子」という言葉がマス

コミを賑わし、異性の交際相手を持たない未婚者が増加

しているとの調査報告があるなど 24)、これまでの潮流す

なわち、性行動の活発化とは異なる傾向が見え隠れする

ようになった 22)23)。カップル形成の不調が少子化へ影響

することが懸念されるようになったといえる。 

高校生調査では、草食系男子の一定義「男らしさに縛

られず、恋愛にガツガツしていない」に沿い、恋愛欲求

の高低と固定的性役割に肯定的か否かで群分けし、群間

の比較を行った。その結果、「恋愛欲求が高く、固定的性

役割を肯定する」群の家族形成意欲が最も高かった。こ

れに比べて「固定的性役割を否定する」平等志向の群は

家族形成に消極的であり、政府の主導する男女共同参画

社会、すなわち「結婚して共働きで子どもを育てる」を

推進することによって、少子高齢化社会を乗り切るとい

う思惑とは異なる潮流があるようにみえた。さらに、そ

の背景には「日本の将来は期待できる」に対して否定的

な意識をもつ傾向がみられた 14)。「恋愛欲求が高く、固

定的性役割を否定する」群の家族形成を支援するために

は、この群の青年達が将来に希望が持てるような社会を

構築することが重要であることを指摘した。 

大学生調査においては、親密性、自己肯定感、ボディ

ーイメージ、結婚と仕事の両立などにおけるディレンマ

やダブルバインドについて調べた。家庭における性役割

を肯定し、男女共同参画社会も肯定するダブルバインド

の意識を持つ割合は、結婚を志向する群が高かった 15)。

ダブルバインドの意識を持ったまま、実際の結婚に至るか

どうかはその結婚の継続可能性を含めて、未知数であるが、

青年への家族形成支援は経済面のみならず、パートナーシ

ップについて考える機会を設けることが大切である。 

 

以上、これまでの研究経過を振り返ると、年を追う毎

に社会情勢は変化しており、年ごとにそれらに添った調

査研究を実施しようとしていたといえる。しかし、その

方法や方向性が模索状態にあったことは否めない。今後

はこれら過去の調査結果を糸口に、系統的に課題整理を

行い、母子保健学的アプローチの全体像を追究すること

が、今後の少子化研究において意義あることと思われた。 

 

追記 

以上は日本子ども家庭総合研究所チーム研究の経緯

であったが、これに先行して、平成 9 年における当研究

所の名称変更以前の日本総合愛育研究所におけるプロジ

ェクト研究においても、少子化関連研究がなされていた。

文献 16）～21）に示したように、この時期から、非婚・

晩婚、高齢出産という課題に取り組んでおり、医学的検

討を含む正に母子保健学的研究がなされていた。 

 

 

表２．過去のチーム研究における少子化問題関連の研究題目一覧 

表2-1．平成9～11年度 若年者の性についての意識と行動に関する研究（主任研究者 宮原 忍） 

1)（第1報）文献研究 既存の代表的な調査報告の展望を行った。性行動調査が主であって、性意識については比

重が軽く、また、背景となる社会的要因の取り上げ方が不十分であると思われた。 
2)（第2報）青年の性と生活

に関するアンケート調査 
対象は高校生および大学生男女1,558件。「愛情」-「性交」-「結婚」-「人生の充実」-

「子どもを持つこと」についての意識において、乖離がみとめられた。男女交際の進行が

将来の結婚に結びつかなくなっていると考えられた。 
女性が性的同一性を獲得するには社会的要因による葛藤があることが示唆された。 

3)（第3報）高校生の性行動

と意識について 
対象は高校生885人。性交経験のある群は、従来の価値観からみれば逸脱といわれる行動

をとっている場合が多かったが、結婚・子育て・性役割に関する意識においては、堅実ま

たは保守的傾向があった。すなわち「結婚・子育て志向」があり、一部では伝統的な役割

意識の志向も認められた。性感染症に関して無防備な態度がみられた。 
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表2−2．平成12～14年度 少子社会における個人および社会の養育力に関する母子保健学的研究（主任研究者 宮原 忍） 

4)（第 1 報）文献研究 1.generativity の意義について、世代継承に関る重要な概念として方法的な示唆を得た。 
2.日本人の価値観の変容：家庭観･家族観･子ども観を調べ、ライフサイクルの変化との関

係をみた。 
3.教育の場における家庭観の変遷：1966 年の中央教育審議会「期待される人間像」の内容。

4.青年期における親子間の継承：全国 10 都道府県における一般少年と非行の保護者を対象

にした調査結果を紹介した。非行少年では、個人道徳については親からよく言われている

が、公共道徳では行き届かない傾向があった。 
5.不妊症の経年変化:女性因子で、不妊と関わりうるものとしては、結婚年齢の上昇とクラ

ミジア感染症の増加が注目された。男性因子としては見るべきものがなかった。 
5)（第 2 報）次世代育成に

関するアンケート調査報告 
対象は大学・専門学校・企業の 20～50 歳男女、310 件。エリクソン心理社会的段階目録検

査（EPSI）得点の高低２群間の比較を行った結果、EPSI 高得点群は、希望する子ども数、

世代継承観において、低得点群の値を上回る結果を得た。 
6)（第 3 報）「次世代育成に

関するアンケート調査」分

析と総括 

対象は、25～54 歳の男女 635 件。養育力を高くする因子として、1）成育家庭の雰囲気が

自由で開放的・ユーモアがあること、2）両親は価値観が共通し、互いに個性を尊重してい

たこと、3）同世代・異世代を含む家庭外での多様な人との触れ合い経験が豊富なことがあ

げられた。 
 

表2−3．平成15～17年度 少子社会における養育力と価値観に関する研究(主任研究者 宮原 忍) 

7)（Ⅰ）EPSI（エリクソン

心理社会的段階目録検査）

とライフスキル 

ストレス対処能力・対人関係スキルに注目し,文献研究および調査を行った。文献研究は 1）
Sense of Coherence（首尾一貫感覚:以下 SOC）について、2）対人関係スキルについて、3）
学校におけるライフスキル教育であった。 
調査対象は 15 歳～25 歳の男女 355 件。EPSI 得点と SOC 得点、対人関係スキル得点との

相関は高く、20 歳未満おいても、EPSI 高得点群は低得点群に比べ次世代を育成しようと

する傾向が認められた。 
8)（Ⅱ）親子間の継承に関

するアンケート調査結果 
大学生とその父母を対象にアンケート調査を行い、有効回答 111 組について親子間の養育

力・価値観の継承について分析した。EPSI 得点の相関係数は、学生と父親間で有意であっ

た。学生の EPSI と父母の養育観との関連などから, 親子間の養育性の継承が示唆された

が、次世代育成力（次世代に向けられる養育力）が家庭のみならず社会生活の中で継承さ

れることも示唆された。 
9)（Ⅲ）乳幼児をもつ保護

者の養育力と育児観に関す

る調査 

乳幼児をもつ保護者男女323人を対象に、育児観と養育力について分析した。EPSIの他、

SOCを指標とし、把握可能感、予測可能感、有意味感の3要素、別に検討したところ、有意

味感が肯定的な育児意識に関連していた。EPSI高群は、子どもにお金をかけるだけではな

く、手をかけることに肯定的傾向が認められた。 
 

表2−4．平成18～20年度 少子社会における養育力の背景とその育成に関する研究（主任研究者 齋藤幸子） 

10)（１）ワーク・ライフ・

バランスと養育力に関する

調査 

大学生とその親、および乳幼児をもつ親を対象に、443 件を分析。EPSI（エリクソン心

理社会的段階目録検査）および SOC（首尾一貫感覚）を用いたアンケートを実施した。

ワーク・ライフ・バランス（以下 WLB）に満足している群は、育児が楽しい等、肯定的

育児観を持っていた。WLB のとりかたは、「1 週間でバランスがとれるのがよい」と答え

た割合が最も多かった。大人観について、「一人前の大人とはどういうことだと思うか」「大

人の自覚の有無」などを調べた。大人になったと感じた時期は 22 歳になった時との回答

が多かった。 
11)（２）ワーク・ライフ・

バランスとジェネラティビ

ティ行動 

20 代、30 代の仕事を持つ男女を対象に、440 件を分析。大人観について追究するととも

に、育児に限定しない広義の養育力を測る指標として、ジェネラティビティ行動得点を用

いた調査を行った。EPSI 得点の高い群は低い群に比べ、WLB 達成度、WLB 満足度、ジ

ェネラティビティ行動得点が高かった。未熟な大人が増えている原因としては「人間関係

が希薄で社会性が育たないから」「家庭の教育力が低下しているから」「親が青年期の子ど

もを大人として扱わないから」などであった。 
12)（３）高校生の性役割観

と将来観に関する調査 
高校 2 年生男女を対象に質問紙調査を実施し、男子 94 件、女子 144 件を分析。男性性・

女性性の得点では性差がなく、男女ともに男性性得点が女性性得点に比べ高かった。 
平等主義的性役割態度は女子の得点が男子に比べ高かった。養育力との関連は認められ

ず、結婚志向との間に負の相関が認められた。 
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表2−5．平成21～23年度 少子社会における成人期への移行に関する母子保健学的研究（主任研究者 齋藤幸子） 

13)（１）大学生および中学

生の意識と行動に関する調

査より 

2001 年の大学生調査のデータ 912 件の再分析、および中学生調査のデータ 524 件を分析

した。大学生と中学生はともに、安定、継続といった結婚に関する肯定的な意識が結婚意

欲に関連があった。中学生の家族形成意欲は、子どもをもつことへの肯定的な態度や、人

との親密な関係、心の安定と関連があった。 
中学生アンケートの教育的意義：自分の将来について考えるきっかけとなった。 

14)（２）高校生の意識と行

動に関する調査 
高校生を対象にアンケートを行い、415 件を分析した。家族形成意欲と発達課題（親密性、

達成課題、協調性、自尊感情）は正の関連が認められた。恋愛欲求の高低および固定的な

性役割分担を肯定するか否かによる類型化を行い、4 群間の差異を性別に分析した。恋愛

欲求が高く、固定的性役割肯定群の家族形成意欲が最も高かった。 
15)（３）大学生の恋愛観・

将来観に関する調査 
大学生の有効回答 252 件を分析した。親密性、自己肯定感が高い群、育った環境（両親と

の関係、親の夫婦関係）に肯定的な場合、家族形成意欲は高かった。性役割・結婚と仕事

の両立などにおけるディレンマやダブルバインドについて検討した結果、「家庭における

性役割を肯定し、男女共同参画社会も肯定する」ダブルバインドの意識を持つ割合は、結

婚を志向する群の方が高かった。結婚の意思を基準変数とした重回帰分析では、結婚の意

思の規定要因は男女で異なっており、女性の要因が多様であった。 
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Ⅲ−３．専門職に対する意見調査 

 

専門職を対象とした調査では、保健領域の関係者を対

象とした集合調査で 96 件、主に大学関係者と対象とし

たメールアンケートでは 23 件のデータを得た。以下、

両者を合わせて 119 件のデータについて分析した。 

 

１．属性 

年齢は 23 歳～69 歳で、中央値 38、平均 38.6 歳であ

った（表 3−1−1）。20 代、30 代、40 代、50 代以上がそ

れぞれほぼ 4 分の 1 ずつとなっており、幅広い年齢層の

意見といえよう（表 3−1−2）。 

性別では女性が 93％を占めた（表 3−2）。勤務先は「病

院」が最も多く 31.9％、次いで「学校・大学」が 27.7％

などとなっていた（表 3−3）。職種は「助産師」が最も多

く 33.6％、次いで「養護教員・教員（大学など）」24.4％

であった（表 3−4）。経験年数は１～37 年で、中央値 9、

平均 9.3年であった（表 3−5−2）。婚姻関係は既婚 52.1％、

かつて結婚していた 5.9％（表 3−6）、未婚 40.3％で、子

どもありは 51.3％であった（表 3−7）。 

 

２．記述回答の記入状況 

出産前と出産後の時期に分け、就業している女性、シ

ングルマザー、10 代や高齢の妊産婦など対象別に必要な

支援について、「現在不足している、より充実した方がよ

い」と感じる項目を選んでもらい、その具体的内容の記

述を求めた。その結果、「仕事を持っている女性」「シン

グルマザー」「10 代の妊婦（母）」が他の項目より多く選

択され、記述も多かった。表 4−1、4−2、図 1、2 に示し

たように、その選択率は「仕事を持っている女性」産前

65％・産後 71％、「シングルマザー」産前 50％・産後

46％、「10 代の妊婦（母）」産前 40％・産後 41％であっ

た。次いで多かった 20％台の項目は「初産」「夫」「高齢

出産」であった。 

Q3～Q5 の回答状況については以下の通りである。 

Q3.家族形成前の若い世代へ必要と思われる支援 

69（58.0％） 

Q4.子どもを産み育てにくい社会であると言われる要因 

91（76.5％） 

Q5.保育者養成において重点をおくべきこと 

 （メールアンケートのみの設問） 19（82.6％） 

 

３．記述内容の分析結果 

１）テキストマイニングソフトによるキーワード検索 

テキスト分析の補助としてテキストマイニングソフト

WordMinerVer.1.0 を使用して、キーワード検索を行っ

た。 

回答の中には、産前と産後を同じ回答欄にまとめて記

したり、適当ではない欄に記入したりした例もあったが、

文章を分けて移動することが難しい場合があり、記述さ

れたままで分析を行った。 

文章を「分ち書き」と呼ばれる方法で切り分け、助詞、

記号などを除いた「構成要素」と呼ばれるキーワードを

抽出した。それぞれのキーワードが 1 つの回答内で 2 回

以上使っている場合もカウントは 1 とし、その語が 1 回

以上使われたサンプル数をカウントした。総文字数は

32,271、抽出されたキーワード数は 4,777 であった。表

5−1～表 5−5 にはそれぞれのキーワードが出現したサン

プル数を、多い順に上位 40位までをめどとして示した。 

表を概観すると、支援、必要などの語を除くと、「仕事」

「子育て」が産前の支援（表 5−1）、産後の支援（表 5−2）、

少子化について（表 5−4）ともに上位にあり、全体とし

て仕事と子育てに関する記述が多いことが推し量れる。

若い世代への支援（表 5−3）では、「妊娠」「教育」が上

位である。保育士の育成（表 5−5）では、「子ども」「保

育者」に次いで「親」が上位のキーワードとなっていた。 

 

２）内容の分類・整理 

前述した通り、産前産後に共通していたり、複数の対

象に共通していたりする内容があり、記載欄によらず記

述してある場合があった。そこで内容の分類整理に当た

っては、文章を主題ごとに分け、要約したものを適宜移

動してまとめとした。専門家として回答を求めたが、自

己の経験を語っていると思われる部分もあり、それも含

めて現状把握とした。複数の研究者で協議して分類整理
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を行い、表 6～9 には各設問の分類結果の見出しのみを

示した。 

以下ではそれぞれの項目別要約を箇条書きで示す。 

 

Ａ．出産前、妊娠に必要な支援について 

1) 仕事をもっている妊婦に対する支援 

1 妊娠中の健康支援 

 身体的に無理して仕事をしている（おなかの張り、経

済的理由、自営業）。 

 つわりの時期の支援。 

 切迫流産や切迫早産を診断されても、スムーズに休め

ない。 

 母親学級を義務にすべき。平日では、参加できない。 

 夜間や休日でも受診できるように。 

2 職場環境の問題 

 職場の理解が必要、特に男性上司。 

 健診や母親学級で休みが取れない、言い出しにくい。 

 休憩時間の配慮が欲しい。 

 雇用上の不利益：やめさせられる。パートにされる。

長時間働かされてやめざるを得なくなる。 

 産休・育休が取りにくい。所得補償、代替職員の充実。 

3 保育所入所の保証 

 出産前に申し込めるようにして、入所できる保証を。 

4 家事支援 

 産後は支援があるが、妊娠中にない。 

5 その他 

 妊娠しやすい環境づくり。 

 会社だけでなく、社会の考え方が確立されていない。 

 行政も出産して仕事できるとアピールした方がよい。 

 

2) シングルマザーになる妊婦に対する支援 

1 情報提供：現状を周知 

 経済的な状況や社会的な厳しい現状を周知。 

 安易にシングルマザーを選択しないよう、子どもの成

長を見通した情報提供。 

 子どもの発達と援助に関する基本知識の定着。 

2 情報提供：制度を周知 

 学級や講習：健診にお金がかかると思って受診しない

若者も多い。 

 社会保障制度、相談窓口を分かりやすく提示。相談ネ

ットワークの周知。 

3 支援体制 

 経済的支援。出産費用が負担。職業の確保。 

 不安を支える支援：ドゥーラ。妊娠中～産後の継続し

た支援（メンタル面、児の発育、発達、育児）。 

 母子福祉センターの活用、アドバイザーの配置。 

 シングルマザー同士の交流の場づくり。 

4 社会環境 

 冷たい。偏見、特別視、差別あり。 

 地域で孤立しやすく、制度が受けにくい。行政だけの

支援で十分とは考えにくい。 

 

3) 初めての妊娠に対する支援 

1 準備教育： 

 必要な理由：一人っ子や核家族が増え、乳児をみたこ

とがない人が増えている。親が高齢でサポートが得に

くい。地域の関係が希薄。産業ベースになりがち。妊

婦教室が自治体によっては少ない。 

 方策：母親・父親教室の充実。夫婦で参加できる教室。

経験者を活用。出産前に乳児をみたり抱いたりする経

験。父親の育児参加への教育。新たな生活に対する具

体的なイメージ形成。具体的な育児内容の伝達。 

2 個別支援 

 インターネットなどで情報が多様化しており混乱、マ

ニュアル化では対応できない。 

 精神的支援。職場復帰に対する不安や、育児支援の受

け方など、妊婦の精神的・身体的不安定状態を解消す

るための支援（定期健診受診の勧奨など）。 

 経済的支援。 

3 交流の場 

 不安を共有し、正しい情報を得る機会。 

 アドバイザーの質の向上。 

4 職場の体制 

 相談しやすい雰囲気をつくり、個別の問題を早期に見

つける。 

 産業医を含む保健管理者とのパイプ役を定めておく。

妊娠の継続と勤務環境の調整を図る。 

  

4) 経産妊婦（第 2 子以降の妊婦） 

1 上の子の保育： 

 出産時のみならず、健診時、安静や入院が必要になっ

た時の預け先が必要。 

 上の子の行事などで無理をして切迫流産になる母親

が多い。 

2 家族支援 

 上のきょうだい達とどのような出産を迎えるかを考

える機会をつくる。 

 退院後の家族の状況に応じた支援。 

3 行政手続きの負担軽減。 

4 経済的支援 

5 親同士助け合いができるようなコーディネーター。 

 

5) 多産婦に対する支援 

1 虐待予防：リスクが高いので国として支援して欲しい。 

2 ベビーシッターが足りない、料金がかかる。 

3 経済的見通しが持てる仕組み。 

4 多産の先輩の話が聞ける場。 

 

6) 若年（10 代）の妊婦 

1 教育支援と情報提供 
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 医学的、生理学的基礎知識（避妊法や性感染症の予防

を含む）。受診の必要性。家族計画。 

 育児知識の習得・実習を兼ねた勉強会。 

 育児支援に関する社会的仕組みの説明。 

 産後のイメージ。母になる自覚。 

 リスクを知らせる支援：身体への負担、経済面、離婚

率などの厳しい状況についての情報提供。偏見から守

れるように。 

2 学業継続の保障 

 退学を余儀なくされることのないよう、自宅学習への

切り替えや、いつでも復学できるようにする。 

3 地域における支援 

 母と子の健康支援など、地域ぐるみの協力体制の構築。

相談相手になる組織作り（福祉事務所、自治体、保健

センター）。子育てアドバイザーの質の向上と普及。 

 サークル、ピアエデュケーション、相談しやすい場所

が必要。 

 支援が届かない：望まない妊娠について学習している

にも関わらず、居場所のない生徒の出産を目の当たり

にする。若年妊婦が集まる機会を作っても、参加しな

い若者に悩む。 

 

7) 高齢妊婦に対する支援 

1 不安を支える 

 医療側からのアドバイスの質の向上。 

2 不妊症・不育症に対する支援 

3 高齢出産者との交流の場つくり。 

 

8) 夫に対する支援 

1 妻の理解への支援 

 出産前後の妻の心身の状態について知り、自分に何が

できるかを知るチャンスとする。 

 妊娠の知識・理解を促し、女性とともに育児に参加す

る意識をもつようにする。 

2 父親になるための支援 

 父性意識。父親の役割。父になる自覚がもてるような

教育。 

 父子手帳の普及。妊婦健診施設からの連絡ノート。 

 父親学級の義務化。育児休暇に加えて、両親教室に参

加できる環境づくりが必要。有職者が通いやすい父親

教室。 

3 職場の体制 

 妊婦健診に付き添えるような企業のシステム。 

 有給休暇など柔軟な体制は 1 歳までは必須、できれ

ば 3 歳まで。 

4 社会的な働きかけ 

 社会全体が父性発達への働きかけ。 

 幼稚園や保育所における父親の育児参加の実践を広

報する。 

 

9) 夫婦関係について（カップル含む） 

1 夫婦の大切さを学ぶ 

 夫婦になっていくこと、変化する関係の理解を深める。 

 若年妊婦、虐待、社会的弱者の連鎖を切るためには、

学ぶことを義務に。 

2 カウンセリング 

3 交流の場、コーディネーターの普及 

 

10) 祖父母など家族関係について 

1 祖父母への働きかけ 

 現在の妊婦や子育てについて理解する機会。昔のこと

を強要することが多い。 

 祖父が行う初めての育児のサポート。 

2 介入し過ぎの問題 

 祖父母学級や本などが祖父母意識に火をつけている。

妊婦はそれほど望んでいない。 

3 母自身の親子関係の問題 

 産後の育児に問題が起こる場合がある。 

 

11) その他の意見、および複数の項目の内容をまとめて、

または全体的な視点での記述 

上記 1) ～10) と重複する内容は、一部割愛した。 

1 意識の低下や知識不足 

 自分で産む、育くむという自覚。母として父として自

己犠牲。母性。 

 長期的視点（イメージ）。 

 仕事をしているから仕方ない、小さい子がいるから仕

方ない。 

 身体について精神について、妊娠時についての知識。

モデルや経験。妊娠中の生活の乱れはお産、子育てに

響くこと。 

2 社会環境の問題 

 仕事か育児かを選択しろとせまる社会。母親一人で子

育てを担う環境。今も何十年前とまったくかわらない。 

 妊娠中の女性がもっと楽しめる工夫。 

3 職場環境 

 夫に対しても妊婦に近い配慮があれば、育児に関して

２人でするものという考えがひろまる。 

 キャリアと育児（出産）の両立が難しい社会、職場環

境がある。 

 仕事が忙しいとそもそも妊娠しにくかったり、子ども

を作るタイミングを逸したりする。 

 育児がマイナスのイメージが社会的（仕事）にある。 

 体調不良の人への６週より前に休みをとれるように

（とりやすいように）していくべき。 

4 保健・医療 

 お産難民：産婦人科の数が足りない。出産費の軽減。 

 個別保健指導の充実。 

 病院・保健所のスムーズな連携。 

 不妊治療で夫も検査を受けやすい環境に。 



齋藤他：少子社会における家庭形成支援に関する母子保健学的研究 

75 

 電話相談：（産科）外来で対応しきれないので、市町

村で電話相談室があったらよい。 

 民間のサポート：専門職が支援者として動く限界を感

じる。地域で支え合っていく。 

 妊娠・子育てに対する継続支援、とぎれない支援、家

族・周囲からの伝承 

 情報提供：子どもの実情を知らせる。出産方法の情報

が正しく伝わっているかどうか。 

 経産妊婦、高齢妊婦、経験からの軽視がないように 

5 ハイリスク・虐待防止 

 若年層の妊娠や若年層でのシングルマザーになる人

が増えている。産後のケアも含め、サポート体制を充

実させることが児童虐待への防止につながる。 

 知的に低い人や、精神疾患の人へのサポート。 

 長期的に関わる事のできる人材が必要。 

 ハイリスク支援：低所得、パートナー不在、親の支援

なし 

6 学校と地域の連携・体制 

 家庭でのサポートがなく、産む決断をし、学校を去っ

ていった子どもたちの学校外でのサポートは今の学

校ではできない。地域と学校が連携し、支えるシステ

ムが欲しい。 

 転勤族が多く住む市：初産婦でも経産婦でも家族・知

人のいない中で、妊娠・出産していくのはとても大変、

情報・精神面・身体面・生活面のサポートが必要。 

 地域交流：対象を限定しない交流の場も必要。母親学

級で地域の人と参加（民生委員、町内会）。 

 支援が必要な人に支援が届かない。退院後の行政との

つながりがより必要。 

 

Ｂ．出産後の支援について 

1) 仕事をもっている母親に対する支援 

1 職場の体制 

 勤務時間：父親の定時帰宅。フレックスタイムの導入。 

 子どもの病気：看護休暇。遠慮なく休めるシステム。 

 育児休業：期間が足りない。義務化するなどして、仕

事が続けられるように。代替職員の不足。 

 復帰支援：仕事上の知識や、経験など復帰後の講習。

戻ったら「こう働ける」というビジョン。 

 母乳育児支援：勤務時間内の授乳時間や育児時間。 

 職場の風土：制度はあっても、前例がないと言われて

取得しづらい。 

2 保育問題 

 保育所不足：都会の保育所。職場の保育園。年度途中

の入園の困難が、職場復帰を早める。 

 保育の質：安心してあずけられる保育所の増加。質の

低下で空いているところしか入れない現実。 

 制度の充実：公的保障。制限（登園・降園時間など）

が多く、出産前と同じように働けない。 

 病児保育：欠勤への対応、病児保育の充実。夫より妻

が休まざるを得ない現状。 

3 乳幼児健診：土日を増やす。仕事を休めるシステム。 

4 ストレス発散の場。先輩母とのネットワークづくり。 

5 家事の無料支援があれば、子どもに笑顔が向けられる。 

6 社会的な展開 

 ワーク・ライフ・バランスへの合意。母子の親密な時

間が人間形成への大きな関わりがあることを再認識

し、昔ながらの時間が家庭で営めるような社会展開が

あればと思う。 

 父親の育児参加 

 

2) シングルマザーに対する支援  

1 仕事を持っている母への支援と同じことだけでもあ

れば随分違う。 

 保育：安心してあずけられる保育所の増設。送迎サー

ビス。保育制度・学童保育の充実。 

 親が病気になった時の具体的支援。 

 相談できる場。 

 雇用条件：育児時間。退社時間の繰り上げ。 

 子どもの発達と援助に関する基本的な知識の定着。 

2 経済支援 

 補助制度の見直し。 

3 社会的理解： 

 安心して働ける環境づくり。 

 孤立を避けるかかわり、企画。 

 

3) 初産婦（初めて育児をする女性）に対する支援 

1 育児情報の提供 

 子育てに関する情報が吟味しやすくなる支援（予防接

種の情報など）。 

 子どもの発達と援助に関する基本的な知識の定着。 

 「タッチケア」「医薬品の知識」などの内容を盛り込

んだアドバイス。 

2 個別支援 

 気軽に相談できる環境。 

 育児に困難を感じた場合の SOS を出せる場。 

 産後 1 ヶ月までの育児サポート。 

3 コミュニティーなど 

 神経質にならないように、直接的な育児の情報を伝え

られるコミュニティーの形成。 

 マルティプル・ペアレンティング。 

 母親同士が支え合ったり、夫婦揃って子育て家庭同士

交流できる仕組みづくり。 

4 バースプラン指導：初産婦で出産後すぐ妊娠してしま

い、育児ストレスに、虐待や育児放棄につながる。 

 

4) 経産婦（第 2 子以降の子育てに対する支援） 

1 上の子への対応 

 赤ちゃん大事さに上の子どもだけが保育機関に預け

られる現状がある。複数の子どもの親になることを支
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援する必要もある。 

 親と兄弟のお互いの関係作りに関する基礎知識。 

2 子育て家庭同士で助け合う関係つくりの拠点 

3 避妊法 

4 経済的援助 

 

5) 多子家庭に対する支援 

1 経済的支援 

 育児に関する費用がかかりすぎる。 

 育児用品や勉強用具などのリサイクルやレンタルな

どの充実。 

2 育児の手伝い 

 サポートする機関はあるが、利用料が高い。 

 祖父母や夫がない場合の支援。 

3 家族への支援 

 上の子に対するフォロー。 

 親と兄弟のお互いの関係作りに関する基礎知識。 

4 ひろば 

 必死になりすぎている人の行き場所がない。 

 多産のため就学前に集団に入れない親も多い。小学校

入学後集団生活とれず困っている。 

5 避妊法など 

 

6) 若年（10 代）の母への支援 

1 経済的支援 

2 連携サポート 

 市町村主催の育児学級や子育て教室に参加を促す。 

 両親の協力を得られない人に、アウトリーチ的な支援。

定期的家庭訪問で育児相談。 

3 支援者の存在が大切 

 祖父母との家庭的な交流のかけはしや調整役。 

 子育ての基本的な事をくり返し話してあげる。 

 マルティプル・ペアレンティング。 

4 相談・交流など 

 親同士の交流の場。先輩母との交流の場。 

 相談、休めるサービス。 

5 母性・父性の育成 

 若年の母親は自分の母親をたよることが多い。 

 愛着形成への支援。 

 父性の大切さ。 

6 情報提供 

 ネット等での子育てノウハウ。子育てに関する正確な

情報。 

 子育てによる夫婦関係の変化と、その対応についての

レクチャー 

7 教育支援・職業訓練 

 家事・育児に左右されずに勉強できる環境。 

 労働をのぞんだ時に不利にならないように職業訓練。 

 

 

7) 高齢出産した母親に対する支援 

1 若い母親と体力的な差、価値観の差。 

2 祖父母の高齢化により、産後サポートが望めない。 

3 高齢出産した母親同士の交流の場。 

4 高齢出産者は社会的立場でも求められることがある。 

 

8) 父親に対する支援 

1 就業体制 

 労働時間：早く帰宅でき、母親を支える体制。企業が

長時間労働を改善する。法律などの政治主導。 

 育児休暇：職場の理解。休暇を取得しやすい労働環境。

子が小・中高校生になっても母親任せにせずに、面談

など父親も参加できる環境づくり。 

2 父親学級と情報伝達 

 出産前後、及び子育て中の母親の心身両面にわたる理

解を深める機会。 

 母親学級と同様に機会を。特にシングルファザー。 

 子どもについて 

3 社会風潮 

 育児に主体的に取り組むことを当たり前とする風潮

つくり。 

 

9) 夫婦関係についての支援 

1 夫婦関係と子育て 

 子育てについての夫婦間のコミュニケーションの援

助。 

 子どもがいる事の豊かさについてのアピール。 

 子育てによる夫婦関係の変化と、その対応についての

レクチャー。 

 家族について：家族の時間をしっかりもつ。二人で生

活して行く責任をしっかりもつ。二人で協力しあう、

相手への思いやり、人としての育成。 

 離婚率が高くなっているので、男性と女性が理解し合

えるような教育が必要。 

2 男性への支援 

 親子教室への父親の参加を職場として推奨する。 

 男性側への情報提供が少ない：産後、女性としてより

母となる妻への夫の協力、理解が少ないケースもある。 

3 性に関する健康支援 

 正しい避妊法、家族計画について説明。  

 セックスレスの相談機関が少ない。 

4 経済的不安を解消する対策 

 

10) 祖父母など家族関係についての支援 

1 祖父母教育 

 現在の子育て情報を理解する機会。 

 孫育て講座や子育て観のギャップを埋めるアドバイ

ザーの普及。 

2 相談体制 

 悩みがあっても一番打ち明け辛い内容。幼稚園などで
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聞くには重い。 

3 新たな家族関係の構築 

 

11) その他の意見、および複数の項目の内容をまとめて、

または全体的な視点での記述 

上記 1）～10）と重複する内容は、一部割愛した。 

1 働いている障害児の親の支援 

 前提に、働く親を考えてない行政・福祉。 

2 地域子育て支援 

 胎児の頃から地域の人の交流ができるようする。 

 対象者を限定した支援も必要だと思うが、乳幼児のい

る全家庭を対象とした支援も必要。 

 3)4)5)地域の子育て支援施設の充実（数は増えてきた

が、認知度が低いのでは） 

 3)4)5)アウトリーチサービスの充実 

 3)4)本当に必要な時期に、経済的なことを心配せず、

助けを求められる場所や人を作っておく事が大切。時

期がきたらお母さんとしての成長がみられる。 

 7)11)育児生活に適応しにくかったり、柔軟性が乏し

い傾向があるため、うつや、マタニティーブルーを発

症しやすい。育児支援や「人」の援助が必要。 

 7)11)今までの大人だけの生活から、赤ちゃんに合わ

せた生活に適応することで母親の役割を獲得してい

く過程。手助けしてくれるホットライン。 

 母親に自由な時間を確保させること（リフレッシュ） 

 いくら集える場があっても、来ない人々は多い。おせ

っかいな役割くらい果たしてくれる昔の近所のオバ

チャンみたいな人が必要。 

 1～2 才児位までに限定して無料でオムツやミルクが

使える施設。 

 地域での仲間づくりなど、母親を１人で悩まない環境

をつくることが大切。 

 母親学級のような産前におこなっているものを、出産

後も数多く設定・企画してほしい。 

3 経済問題 

 1)2)5)6)に必要。 

4 保育 

 川崎市は親と同居、または 2km 圏内で働かない祖父

母がいるとマイナス。祖父母に労働を義務づけている

ように考えます。 

 夜間保育が少ない。 

 何かあった時、電話だけで、子を病院に連れて行って

貰えれば良い。 

 日中、夜間を問わず手伝ってくれる人があるとよい。 

5 産後院など母性保健 

 産婦全員に対して、産後院のような制度、施設が必要。

不安が解決されないまま自宅に戻るため、母乳の出な

くなる人が最近多い。 

 出産後の母乳や育児サポート、 

 母の精神衛生への支援がもっと必要だと思う。 

6 職場や周囲の理解や協力 

 健診や学校行事に参加する時間を作るのが困難な状

況がある。 

7 情報発信と教育機関との連携 

 保育園とリハビリテーション病院等の連携：小学校と

の連携不足は目に見える。 

 2)6)実際地域（保健所など）でどこまでサポートでき

ているのかわからないことが多いため、情報の発信と、

教育機関との連携を密に働きかけてもらいたい。 

8 思春期の性教育を充実 

 特に初産婦は子育てが、分からない＝大変＝不安と、

自分を守ってもらいたく、親ばなれできていないケー

スも見うけられる。近い将来の子育てに自信が持てる

ような思春期教育が必要。 

9 雇用上の不平等 

 仕事復帰した時の子どもとの時間を作るための勤務

希望がきちんと平等にもらえない。 

10 意見 

 社会全体：個人に手当てを出すのは効果が薄い。その

財源をまとめて有効に使ってほしい。子育てを社会全

体でできればいい。社会の子どもという意識がなくな

ってきている。「社会で育てるとは」どういうことか

を学び、実行できる支援がほしい。 

 どんな年令の母親も、子供に一貫して関わる事の大切

さ、子供をかわいがることと、何でも言うことを聞く

ことの違いを理解して子育てした方がよい。中学生く

らいになって、子供が言うことを聞かなくなってから

あわてても、取り返しがつかない。 

 全項目において具体的な支援が必要だと思う。 

 母親が子育てに専念できる環境があれば良いのにと

思う（乳幼児期の母親に）。 

 全体的に未熟なまま母になっているケースがふえて

いる。児の発達や養育が気になるケースも多くなって

いる。その反対で一生懸命頑張っていて加減がわから

ずに苦しくなっている人もふえている。 

 

Ｃ．その他，妊娠・出産全般、あるいは、妊娠前の若い

世代へ必要と思われる支援について 

1) 妊娠・出産全般の支援について 

1 安心して妊娠継続・出産・育児できる保健医療体制 

 婦人科疾患における検診がもっと受けやすい環境

に・女医・クーポンの周知。 

 出産できる病院・クリニックが足りない。 

 若年、シングル、父子家庭、実家が遠方の場合、無料

で利用できる産後入院施設。 

 支援（心身ともに）・困ったときマニュアル等の配布 

 地域の中で妊娠から育児まで支援していける人材 

2 社会体制・環境・コミュニティー 

 産み育てることが楽しみになるような社会・環境（職

場、社会、地域、教育費、保育園設備） 
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 行政が主体（または費用負担）の知識の提供（母親学

級への支援など） 

 結婚できる環境づくり 

 明るい未来 

 虐待防止 

 コミュニティー作り。仲間づくり。社会が子どもを育

てる、というように変わっていけばよい。 

 

2) 若い世代に伝えるべき内容 

1 日常の基本的な健康管理 

 食育、出産までに体づくり。 

 妊娠前の女性の喫煙。 

2 身体のこと、性、避妊、妊娠、出産などの正しい知識。 

 生きる為の性教育と自己認知。積極的な避妊指導。 

 女性の身体。避妊について・基礎体温をつけることに

ついて・出産後月経がなくても妊娠する可能性がある

こと・中絶は身体的にも精神的にもつらいものである

こと。 

 産んだら育てていけるのか考える機会。 

 産める年令。高齢妊娠でのリスクを訴える場は少ない。 

3 家族を持つことへのイメージを育てる 

 モデル家族の実例。見本となる、人生の先輩。 

 家庭を築くということ（結婚、母親、父親の役割、生

活して行くこと）の基本的イメージ 

 子育ての喜びや家庭を築くことで得られる豊かさに

ついて、義務教育で。 

 家族の絆や子育ての苦しさと楽しさ、保育や家族など

について。 

4 子どもという存在の大切さ、自らが育てる存在になっ

ていくことを理解する 

 自らの身体へのケアや他者へのケアが生じるような

支援。 

 産み、育てるということに対して意識改革、教育。 

 乳児期の大切さ。親子の相互作用や愛着形成。 

 親になる責任の教育。学校だけではむつかしい。 

 子どもの実像を知らせる。 

5 広い意味での性教育 

 自分にとって配偶者の存在が、自分自身の成長に必要

であること。 

 人を愛する体験が如何にすばらしくかつ充実感を与

えるかという、夢を与えること。 

 家族をもつことの責任についても学習させる。 

6 我が国の少子高齢化、晩婚化、家庭内暴力など、家族

形成にかかわる内容、学校教育で。 

 

3) 若い世代に伝える方策 

1 義務教育、中学・高校教育において 

 「家庭総合」「家庭科」の授業の強化。 

 多職種の専門家による家庭教育に関する講座の枠組

みを拡大。 

 自分の将来を考えることができる機会。10 代の妊

娠・出産を予防。 

 妊娠・出産についての意味を妊娠前の若い世代で考え

て、保護者か学校の先生と話す。 

 教育機関と保健所へつなげる 

2 体験学習 

 乳幼児と触れ合い経験、中学生の保育所での職場経験、

異年齢交流。 

 子育て中の母親の話をきく。身近に妊婦や乳児と接す

る具体的な経験を。 

 家事、掃除、何かを作るなど皆で協力する経験。 

3 ピア活動 

 家庭で教えることが適切なこともあれば、仲間のいる

学校の中の方が適切なこともある。 

4 思春期講座 

 広い意味の性教育。親になる前の親教育。 

 産む＝自分で育て、教育するではなく、産む＝働く＝

人にあずけるという思考の人が多い。 

5 人としての成熟を支援 

 自己肯定感をもてる教育、環境。 

 若い世代だけでなく、引きこもりの大人にも自分を大

切にする教育は必要ではないかと思う。 

 大人とは、ルールを守ることなど教え、地域人として

育てる。 

 日常生活の指導。 

 

Ｄ．わが国が子どもを産み育てにくい社会であると言わ

れる要因について 

1) 就業環境 

1 仕事との両立ができない、ワークライフバランスの未

熟 

 保育が足りない 

 フレキシブルな就業体系にないため 

 仕事優先。長時間労働の夫が育児に協力できない 

 夫の転勤、単身赴任なども多く、母親のストレス。 

2 非正規職員などの問題 

 安定した職業、賃金が得られない人が多く、結婚でき

ない。 

 復職しにくく、パートタイムにならざるを得ない。 

3 仕事に対する責任と対人関係。 

 男性は出世にも影響するため、子育てへの参加が減る。 

 女性の多い職場では、出産が、他の人の仕事の負担が

大きくなるので、肩身が狭い。 

 地位を確立している年代、30 代後半～40 代で産み育

てる時に、子どもの養育環境を職場にもっと理解して

ほしい。 

 キャリアを積んでいるうちに、高齢になって産みにく

くなる。 

 制度があっても活用しにくい。 

4 職場環境 
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 未婚や、既婚でも子どもを産まない人が増え、相談も

しづらい。ママ同僚、先輩ママ同僚が欲しい。 

 経済優先だから。子どもを産む、産休の女の人を会社

はとりたがらない。 

 職場が子育てに関する意識が薄い。職場の理解が得ら

れにくい（妊婦・育児に関して）。 

 

2) 働き方（働く理由） 

1 経済的な面から共働きが多くなっており、家族でゆっ

くりと過ごす時間がとれない。 

2 すべての人が、フルタイムで働きたいというニーズで

はない。ワークライフバランスの充実と、フレキシブ

ルな就業体系にないため、産み育てにくい。 

3 公的支援による、大学や専門学校でのリカレント教育

の場が必要。 

 

3) 社会・風土 

1 子どもという存在を大切にする姿勢が社会に無い。 

 他人ごと・社会が子育てに関して無関心である。 

 子どもや子育てに対して厳しい、冷たい。 

 出産する人に対して優しくない。 

 効率主義で、子どもはさまたげという発想、自己主義、

経済優先主義、学力偏重の社会・子育てがキャリアア

ップにならない社会制度、風土。 

 育児を楽しんでできない。 

 思いやりの無さ。社会が自己中心的になっているよう

に思う。 

 人が「生きにくい」ということの裏返しの現象だと感

じる。 

 高度成長時の子育ての方法や理想を現在に当てはめ

ている人が多い。 

2 女性が育児という考え・女性の負担 

 男性役割、女性役割（男らしさ・女らしさ）が根強く

残っている。働く女性が増えても、家庭での男女の役

割は、女性に負担がかかったまま。育児は心身共に多

大な労力がいるのに、女性がヘトヘトに。 

 いまだ男尊女卑である。女性は育児に専念するという

昔ながらの考えがあり、男性の協力が少ない家庭もあ

る。 

3 人との関わり 

 インターネットなどの普及で「孤」が目立ってきた。 

 地域性が強い小さな町村では、嫁として転入してきた

人には、一生よそ者扱いで、地域で支えていくという

ことをこばむ傾向のある地域もある。 

4 学力偏重の社会・経済格差 

 中間層の税負担が大きい。 

 格差社会という構造が子どもを育てる事の負担にな

っている。 

 

 

4) 価値観（個人、本人） 

1 ジェンダー意識 

 子育ては母親だけの責任という思い込み。 

 夫が育児に協力しない。 

2 個人生活の重視 

 趣味等に一生懸命になりそもそもの恋人を作ったり

結婚したりということがおっくうになっている。 

 一人一人が生きるのに必死で、他人に気を向けなくな

った。 

 女性側も仕事に就き、結婚しないでも生きていけると

いう選択。 

 お金で不自由したくない、結婚に踏み切れない、高齢

になって、不妊、と言う構図。 

3 子育て観 

 物質的結果を強く求めるようになったことから来る、

子育てへのためらい、恐れ、自信不足。 

 子どもを育てるのは夫婦の責任、他人が立ち入る領域

ではないという考え方。 

 子どもにはできる限りのお金をかけて、不自由させた

くない思いが強い。 

 「昔は昔は～」って言っていないで理解しようとして

ほしい。 

 偏見が強く、親の完璧を求める。 

 育児の目的が無い。子を産み育てる意味がはっきりし

ていない。 

 

5) 子育て環境、支援体制 

1 コミュニティの崩壊 

 同じ子育ての母親同志での関わりも少なく、ひとりで

悩みながら子育てしている。 

 周囲の助けを貸りにくくなった。 

 地域でのネットワークがうすい。 

 少子化に伴い、社会全体に子どもみかける数がへった。

社会的子育て観に影響。 

2 情報過多で、選択が難しい。 

3 子育てのバックアップ体制 

 施設が少ない。分娩施設の少なさ。 

 妊娠期の支援は多くても産後の支援が乏しい。 

 シングルマザーが生き易い支援（経済的、住宅、支え

る組織） 

 子育てだけでなく、介護の問題も同時に抱えることが

大きな負担となること。 

 支援する人，体制が充実していない。相談する場所が

あまりない 

 核家族化。三世代同居は息苦しさもあるが、助けられ

たことの方が多かった。 

 今の政治は子育てを重視していない。 

4 男性の父性の育成 

5 教育問題 

 深刻化していて、子育てに不安をもちやすい。 
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6 経済問題 

 教育費、子育て費用、医療費,お金がかかりすぎる。 

 経済支援は年収に応じてカットされる。 

 出産費用、お産難民。 

 出産までは手当て金で賄えるが、育児にお金がかかる。 

 家が狭い。 

 独身も子育て世代の大変さをみて敬遠している。 

 経済的な支援がまだまだ十分ではない 

 本来補助すべきである子育てに要する費用を、国、自

治体が十分に予算化していないこと。 

 やはり経済の先行きが見えないこと。経済低迷と国の

将来性への不安。 

 社会保障が国の財政で変化する。 

 

6) その他 

1 北欧等に学ぼうとしないこと 

 緩少子化国に倣い、女性も男性も仕事と家庭を持ち、

子育てするのが当たり前の社会になることが必要。 

2 人とかかわる能力について 

 乳幼児期から義務教育の時期に、その重要性を社会全

体が認識し、力を入れる事が必要。 

 

Ｅ．現代社会で、保育者養成において重点をおくべきこ

と 

1) 保育士のあり方 

１ 保育者の資質（未熟→自己肯定感、心身の健康） 

 相手の立場になって考える力 

 色々な人がいることを知る。 

 自らの意見に気づき、言語化し、表現する力。 

 自分の生育歴に対して、客観的見方ができる。 

 心身共に健康さを備える必要性を理解する。 

 自身を肯定できていないと、子や親を援助できない。 

 保育者が未熟、改善させるのは難しいことだと思う。 

 保育者としての資質に欠けていると思われる者には、

資格を付与しない。 

2 保育者観の変革 

 元気で、活発でというような保育者観からの脱却。 

 総合的な職種としての養成が必要。 

3 職業の理解 

 保育という仕事の楽しさに加え、厳しさも伝える。 

 保育者としての責任をしっかりもつ。子供をものとし

てあつかわない。 

4 保育士の社会的地位、待遇改善 

 保育者の社会的地位を上げることが重要である。 

 待遇改善、経済的、社会的保障。保育士の給料の水準

を世間一般の仕事並みに上げる。 

 

 

 

2) 教育内容 

1 子どもとの関わり方、理解 

 何かができるようになることを子どもに求めず、保育

者にもそれを求めず、まずはじっくり子どもとつきあ

い、子どもがすることを見る時間を与えること。 

 子どもの尊厳、存在の豊かさを理解し大切にすること。

その上で、子どもとともに成長していく姿勢を育てる。 

 保育技術にのみ走らず、子どもを理解し、それを伝え

ることができる能力の養成。 

 子どもを見守ればよいというのではなく、クリエイテ

ィブな保育が展開できるような実践力。 

 育児・保育・教育の三要素をきちんと押さえ、子ども

の成長・発達をグローバルに捉える力を身につけさせ

る。 

 乳幼児期の関わり方をしっかりと専門的にアプロー

チできる保育者の養成。 

 保育者の役割とは、子どもが本来的にもつ可能性を引

き出し、子どもが社会において自律的存在として生き

ていける手助けをするものであること。 

 命の大切さ、他者愛（思いやり）、倫理観。 

 個を大切にした育成、成長。 

2 親への対応，保護者理解 

 親の自覚に関しての教育。 

 保護者理解。 

 保育所における保護者支援の充実：タッチケアを保育

士養成課程で習得させ、実施指導を行う。 

3 障害児対応 

 発達障害等の受け入れができるよう、差別がないよう

養成する。 

 障がいのある子どもの家族支援について。 

 

3) 養成方法 

1 経験学習、子育てを知る具体的カリキュラム 

 経験学習の重視。 

 実際に子どもを育てている保護者や家族について知

る機会が極めて少ない。具体的に子育てに知るカリキ

ュラムの形成が望まれる。 

 今保育者は非常に多様な状況への対応を迫られてい

るため、狭く保育技術を学ぶのではなく、多様な経験

が必要。 

2 科学的根拠に基づくプログラミング 

3 大学生活全体を通して学ぶ 

 養成校教育の中で充足していくことが難しい事柄に

ついて。 

4 一般の企業研修をしてから保育士に 

 親への対応があまりにもぞんざいである。一般企業で

働く親の気分を理解する。 

5 幅広い年齢層から養成する 

 希望者を受け入れ、奨学措置を整えて養成する。 
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表３．回答者の属性 

 

 

表 3−1-1．年齢  表 3−5-1．経験年数 

  年齢    経験年数 

N 115  N 113 

平均 38.6  平均 12.2 

標準偏差 10.3  標準偏差 9.3 

最小値 23  最小値 1 

最大値 69  最大値 37 

中央値（メディアン） 38  中央値（メディアン） 9 

欠測値 N 4  欠測値 N 6 

 

表 3−1-2．年齢（年代別） 

 

表 3−5-2．経験年数(段階別) 

  件数 ％    件数 ％ 

20 代 30 25.2  5 年未満 26 21.8 

30 代 32 26.9  5～9 年 31 26.1 

40 代 31 26.1  10～ 29 24.4 

50 代 19 16.0  20～ 19 16.0 

60 代 3 2.5  30～ 8 6.7 

不明 4 3.4  不明 6 5.0 

合計 119 100.0  合計 119 100.0 

 

表 3−2．性別  表 3−6．婚姻関係 

  件数 ％    件数 ％ 

男性 5 4.2  未婚 48 40.3 

女性 111 93.3  既婚 62 52.1 

不明 3 2.5  かつて結婚していた 7 5.9 

合計 119 100.0  不明 2 1.7 

 合計 119 100.0 

表 3−3．勤務先形態  

  件数 ％  表 3−7．子どもの有無 

1 病院 38 31.9    件数 ％ 

2 助産院 1 0.8  あり 61 51.3 

3 クリニック 9 7.6  なし 53 44.5 

4 保健センター 20 16.8  不明 5 4.2 

5 学校・大学 33 27.7  合計 119 100.0 

6 その他 14 11.8  

不明 4 3.4  表 3−8．子ども人数 

合計 119 100.0    件数 ％ 

 1 人 13 21.3 

表 3−4．職種  2 人 32 52.5 

  件数 ％  3 人 11 18.0 

1 助産師 40 33.6  ４人 3 4.9 

2 保健師 22 18.5  不明 2 3.3 

3 看護師 18 15.1  合計 61 100.0 

4 医師 0 0.0  

5 養護教諭・教員 29 24.4  

6 その他 7 5.9  

不明 3 2.5  

合計 119 100.0  
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表 4−1．妊娠中の支援について N=119

選択% 記述%

1. 仕事をもっている女性 65% 38%

2. シングルマザーになる女性 50% 26%

3. 初産婦 24% 10%

4. 経産婦 13% 8%

5. 多産婦 14% 4%

6. 若年（10 代）の妊婦 40% 15%

7. 高齢妊婦 16% 6%

8. 夫 29% 17%

9. 夫婦関係について 14% 3%

10. 祖父母など家族関係について 12% 6%

11.  その他 14% 10%

（項目の選択なしで記述回答） 0% 29%

表 4−2．出産後の支援について     N=119 

  選択% 記述%

1.  仕事をもっている母親 71% 31%

2.  シングルマザー 46% 12%

3.  初産婦（第１子を育ててる） 25% 11%

4.  経産婦（2子以上を育てている） 13% 3%

5.  多産婦（多子家庭） 19% 6%

6.  若年（10 代）の母 41% 13%

7.  高齢出産の母 24% 3%

8.  父親 24% 11%

9.  夫婦関係について 19% 8%

10．祖父母など家族関係について 14% 5%

その他 13% 6%

（項目の選択なしで記述回答） 0% 27%

 

図１．産前の支援で選択された項目別割合    N=119 

 
 

 

図 2．産後（乳児を育てている家庭）の支援で選択された項目別割合      N=119 
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表 5.テキスト分析：度数＝サンプル度数 

 

表 5−１.産前の支援について 表 5−2.産後の支援 表 5−3.若い世代への支援 表 5−4.少子化について 表 5−5.保育士養成 

順

位 
構成要素 

度

数  

順

位
構成要素 

度

数 

順

位
構成要素 

度

数

順

位
構成要素

度

数  

順

位 
構成要素 

度

数

1 支援 39 1 支援 32 1 必要 21 1 子ども 32 1 子ども 11

2 必要 30 2 子育て 31 2 支援 11 2 子育て 28 2 保育者 11

3 仕事 22 3 充実 25 3 妊娠 11 3 仕事 22 3 親 5

4 子育て 22 4 必要 22 4 教育 10 4 人 19 4 大切 4

5 妊娠 20 5 母親 18 5 世代 10 5 育児 17 5 養成 4

6 妊娠中 19 6 仕事 15 6 若い 9 6 育てる 13 6 成長 3

7 理解 19 7 子ども 14 7 人 9 7 社会 12 7 難しい 3

8 子ども 18 8 育児 13 8 知識 9 8 お金 11 8 必要 3

9 出産 17 9 職場 12 9 育てる 8 9 環境 9 9 保育 3

10 シングルマザー 14 10 保育園 12 10 自分 8 10 産み 9 10 保育士 3

11 不安 14 11 親 11 11 大切 8 11 支援 9 11 理解 3

12 育児 13 12 理解 11 12 家族 7 12 女性 8 12 力 3

13 充実 13 13 時間 9 13 子ども 7 13 少ない 8 13 育てる 2

14 妊婦 13 14 環境 8 14 出産 7 14 地域 8 14 援助 2

15 環境 12 15 仕組み 8 15 性教育 7 15 負担 8 15 学ぶ 2

16 職場 12 16 場 8 16 機会 6 16 経済的 7 16 学んで 2

17 夫 12 17 情報 8 17 社会 6 17 職場 7 17 教育 2

18 サポート 11 18 相談 8 18 場 6 18 費用 7 18 欠けて 2

19 女性 11 19 地域 8 19 地域 6 19 家庭 6 19 考える 2

20 知識 11 20 病気 8 20 生活 5 20 子供 6 20 肯定 2

21 家族 10 21 父親 8 21 家庭 4 21 社会全体 6 21 自覚 2

22 場 10 22 母 8 22 学校 4 22 問題 6 22 自分自身 2

23 地域 9 23 参加 7 23 環境 4 23 理解 6 23 社会的地位 2

24 参加 8 24 不足 7 24 親 4 24 価値観 5 24 受け入れ 2

25 産後 8 25 サポート 6 25 正しい 4 25 核家族 5 25 充足 2

26 子 8 26 子供 6 26 存在 4 26 出産 5 26 重要 2

27 上 8 27 祖父母 6 27 大人 4 27 他人 5 27 尊厳 2

28 場合 8 28 保育所 6 28 妊娠前 4 28 多い 5 28 対応 2

29 生活 8 29 預ける 6 29 協力 3 29 必要 5 29 大学生活全体 2

30 普及 8 30 家庭 5 30 具体的 3 30 両立 5 30 知る 2

31 産休 7 31 機会 5 31 経験 3 31 育てて 4 31 伝える 2

32 情報 7 32 休める 5 32 結婚 3 32 核家族化 4 32 働く 2

33 職場環境 7 33 協力 5 33 産み 3 33 協力 4 33 保育技術 2

34 対応 7 34 産後 5 34 子育て 3 34 強い 4 34 保護者理解 2

35 母親 7 35 場所 5 35 子供 3 35 教育費 4 35 命 2

36 援助 6 36 多く 5 36 授業 3 36 金 4 36 養成校教育 2

37 教育 6 37 対応 5 37 充実 3 37 結婚 4 

38 交流 6 38 大切 5 38 女性 3 38 周り 4 

39 自分 6 39 同じ 5 39 身体 3 39 昔 4 

40 社会 6 40 内容 5 40 責任 3 40 責任 4 

41 状況 6 41 病児保育 5 41 相談 3 41 不足 4 

42 親 6 42 内容 3 42 夫 4 

43 祖父母 6 43 避妊 3 43 母親 4 

44 保育園 6 44 母親 3

45 望まない 3

       46 理解 3        

 
N=119,表 5−5 のみ N=23
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表 6.産前・産後に必要な支援（Q1,Q2） 
 産前 産後 

１）仕事をもってい

る女性 

1. 妊娠中の健康支援 

2. 職場環境の問題 

3. 保育所入所の保証 

4. 家事支援 

1. 職場の体制 

2. 保育問題 

3. 乳幼児健診：土日を増やす。 

4. ストレス発散の場 

5. 家事支援 

6. 社会的な展開 

２）シングルマザー 

 

1. 情報提供：現状を周知 

2. 情報提供：制度を周知 

3. 支援体制：経済面、精神面、交流など 

4. 社会環境：冷たい，偏見など 

1. 仕事を持っている母への支援と同じことが

あれば随分違う 

2. 経済支援 

3. 社会的理解 

３）初産婦 

 

1. 準備教育：妊婦教室、父親教室など 

2. 個別支援 

3. 交流の場 

4. 職場の体制：相談、産業医の役割 

1. 育児情報の提供 

2. 個別支援 

3. コミュニティ 

4. バースプラン指導 

４）経産婦 1. 上の子の保育 

2. 家族支援 

3. 行政手続きの負担軽減 

4. 経済的支援 

5. 親同士助け合いコーディネーター 

1. 上の子への対応 

2. 子育て家庭同士で助け合う関係つくりの拠

点 

3. 避妊法 

4. 経済的援助 

５）多産婦 1. 虐待予防  

2. ベビーシッター 

3. 経済的見通しが持てる仕組 

4. 多産の先輩の話が聞ける場 

1. 経済的支援 

2. 育児の手伝い 

3. 家族への支援 

4. ひろば 

5. 避妊法など 

６）若年（10 代）の

妊婦 

 

1. 教育支援と情報提供 

2. 学業継続の保障 

3. 地域における支援 

1. 経済的支援 

2. 連携サポート 

3. 支援者の存在 

4. 相談・交流など 

5. 母性・父性の育成 

6. 情報提供 

7. 教育支援・職業訓練 

７）高齢妊婦 1. 不安を支える：医療側からのアドバイス 

2. 不妊症・不育症に対する支援 

3. 高齢出産者との交流の場 

1. 体力的に若い母親と差、価値観の差 

2. 祖父母の高齢化により、産後サポートが望め

ない。 

3. 高齢出産した母親同士の交流の場 

4. 高齢出産者は社会的立場でも求められるこ

ともある。 

８）夫・パートナー 

 

1. 妻の理解への支援 

2. 父親になるための支援 

3. 職場の体制 

4. 社会的な働きかけ 

1. 就業体制 

2. 父親学級と情報伝達 

3. 社会風潮：育児に主体的が当たり前に 

９）夫婦関係につい

て 

1. 夫婦の大切さを学ぶ 

2. カウンセリング 

3. 交流の場、コーディネーターの普及 

1. 夫婦関係と子育て 

2. 男性への支援 

3. 性に関する健康支援 

4. 経済的不安を解消する対策 

10）祖父母など家族

関係について 

 

1. 祖父母への働きかけ 

2. 介入し過ぎの問題 

3. 母自身の親子関係の問題 

1. 祖父母教育 

2. 相談体制 

3. 新たな家族関係の構築 

その他の意見、およ

び対象を限らず必要

な支援など 

1. 意識の低下や知識不足 

2. 社会環境の問題 

3. 職場環境 

4. 保健・医療 

5. ハイリスク・虐待予防 

6. 学校と地域の連携 

1. 働いている障害児の親の支援 

2. 地域子育て支援 

3. 経済問題 

4. 保育 

5. 産後院などの施設（ケースによって無料） 

6. 職場や周囲の理解や協力 

7. 情報発信と教育機関との連携 

8. 思春期の性教育を充実 

9. 雇用上の不平等 

産前産後通じて 1. 安心して妊娠継続・出産・育児できる環境 

2. 地域の中で妊娠から育児まで支援していける人材 
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表 7.若い世代への支援（Q3） 
1）妊娠・出産全般について 1．安心して妊娠継続・出産・育児が出来る保健医療体制 

2．社会体制・環境・コミュニティー 

2)若い世代に伝えるべき内容 

 

1. 日常の基本的な健康管理 

2. 身体のこと、性、避妊、妊娠，出産などの正しい知識。 

3. 家族を持つことへのイメージを育てる 

4. 子どもという存在の大切さ、自らが育てる存在になっていくことを理解する 

5. 広い意味での性教育 

6. 我が国の少子高齢化、晩婚化、家庭内暴力など、家族形成にかかわる内容 

3)若い世代に伝える方策 

 

1. 義務教育、中学・高校教育において 

2. 体験学習 

3. ピア活動 

4. 思春期講座／広い意味の性教育 

5. 親になる前の親教育 
6. 人としての成熟／支援 

 

表 8.子どもを産み育てにくい理由（Q4） 

1)就業環境 

 

1. 仕事との両立ができない、ワーク・ライフ・バランスの未熟 

2. 非正規職員などの問題 

3. 仕事に対する責任と対人関係 

4. 企業の姿勢 

2)働き方（働く理由） 

 

1. 経済的な面から共働きが多くなっており 

2. すべての人が、フルタイムで働きたいというニーズではない。 

3. リカレント教育の場が必要 

3）社会風土（社会、周囲） 

 

1. 子どもという存在を大切にする姿勢が社会に無い 

2. 女性が育児という考え・女性の負担 

3. 人との関わり 

4. 学力偏重の社会・経済格差 

4) 価値観（個人、本人） 1. ジェンダー意識 

2. 個人生活の重視 

3. 子育て観 

5) 子育て環境、支援体制 

 

1. コミュニティーの崩壊 

2. 情報が多すぎて選択が難しい 

3. 子育てのバックアップ体制 

4. 男性の父性の育成 

5. 教育問題 

6. 経済問題 

 

表 9.保育者養成で必要なこと（Q5） 
1)保育士のあり方 1. 保育者の資質（未熟→自己肯定感。心身の健康） 

2. 保育者観の変革 

3. 職業の理解 

4. 保育士の社会的地位、待遇の改善。 

2)教育内容 

 

1. 子どもとの関わり方、理解 

2. 親への対応，理解 

3. 障がい児対応、家庭支援 

4. 発達障害児への対応 

3)養成方法 1. 経験学習・子育てを知る具体的カリキュラム 

2. 科学的根拠の基づくプログラミング 

3. 大学生活全体を通して学ぶ 

4. 一般企業での研修 

5. 幅広い年齢層から養成 
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Ⅳ．考 察 

 

１．文献研究より 

少子化研究について今後の方向性を探ることを目的に、

過去の文献レビューを行った。結果Ⅲ−1 で示したように、

少子化の背景要因の研究においては、「母子保健学的アプ

ローチ（リプロダクティブ・ヘルスアプローチ）と家計

アプローチ（経済生活アプローチ）という 2 つの接近方

法が考えられる」（Ⅲ−1−2(2)）。結果Ⅲ−1 をもとに、現

時点の少子化研究のアウトラインを図３に示し、母子保

健学的アプローチの占める位置を明らかにした。 

これまでのわが国における少子化の原因に対する対応

（少子化是正政策）は、「（1）児童手当の拡充、（2）育

児休業の制度化と普及促進、（3）保育サービスの拡充、

働き方の見直し、若者の自立支援、（4）男女共同参画社

会の推進、（5）地方自治体、企業における取り組みの推

進」であり（Ⅲ−1−3）、これらは主に家計アプローチに

基づいた対応といえよう。 

しかし、その効果は、出生力の回復という点では未だ

に現れていない。先進諸国の中でも合計特殊出生率 1.5

を下回る「超少子化国」に属するわが国が、ここから回

復を目指すためには、経済生活アプローチに基づいた施

策を引き続き推進する一方、母子保健学的アプローチな

ど別の視点からの取り組みが必要といえる。 

その理由は、「生殖は生物学的・性的な営みである。た

とえ安定した雇用、十分な所得、充実した制度、高いジ

ェンダー平等度の社会が実現したとしても、それだけで

は即座には生殖に結びつかない。」ためであり、「もう一

つ介在するものが必要であり、それはカップルの親密さ

とか性愛、またお産や子育てをポジティブにとらえるか

どうかといった広い意味のセクシュアリティに関する事

柄である。」（佐藤、Ⅲ−1−4） 

これまで、家計アプローチに比べて母子保健学的アプ

ローチが遅れをとってきた理由は、その方法論が研究に

おいても政策においても確立していないためと考えられ

る。それは個人の生き方やセクシュアリティといった、

最も触れにくい領域に立ち入ることが必須であるため、

調査に困難が伴ったということがあったといえよう。 

本研究所における過去の研究レビューにおいても、こ

の領域についての研究手法や調査対象の選定について議

論を重ねた経緯が認められた。社会状況の変遷に伴い研

究の視点を、「性行動」「養育力」「大人観」「ワーク・ラ

イフ・バランス」「親密性」「恋愛観」「性役割観」など、

少しずつ変えてきたのであるが、それぞれのトピックは

関連しており、分析手法を再考することによりより深く

掘り下げることが可能と考えられる。過去の研究で見い

だされた成果を糸口とし、データの再分析や他の分野の

研究結果との照合など、総合的な分析を図ることは、今

後の方向性を探る上で意義あることと思われる。さらに、

人口学における指摘——緩少子化国と超少子化国の違い

——など国際的な視点を取り入れ、文化的背景を考慮し

たわが国固有の要因の検討が望まれよう。 

点在する問題を整理し、少子化についての母子保健学

的アプローチの研究デザインを構築することが肝要であ

る。 

 

２．専門職への調査結果より 

前項の文献研究を受け、母子保健学的アプローチ（リ

プロダクティブ・ヘルスアプローチ）による家族形成支

援研究を行うために、現時点の課題を抽出することとし

た。ライフイベントの中で、特に重要な出産に焦点を当

て、出産前後のニーズについて専門職の意見調査を実施

した。 

１）産前産後の支援について 

(ａ) 就業環境について 

妊娠出産を経て就業継続が困難な実状については他の

調査でも知られているが 1) 2)、本調査で改めて指摘され

たことは、「制度はあっても使えない」という就業環境で

あった。 

ニーズとして記述されたことのほとんどは、男女雇用

機会均等法の母性健康管理の項などにあげられている内

容であり、例えば「妊婦健診や母親学級で休みが取れな

い、言い出しにくい。」に対応するのは、「保健指導又は

健康診査を受けるための時間の確保（法第 12 条）」であ

る。その他「育児休業がとりにくい」のように、法制度

があるにもかかわらず職場によっては利用できないとい

う実状があった。その雇用側の理由は、「前例がない」「規

程がない」などであった。 

当然の権利を職場に申し出ても受け入れられない場

合には、各都道府県の雇用均等室に相談する方法がある。

平成 23 年度男女雇用機会均等法の施行状況（厚生労働

省）2)によれば、相談内容で最も多かったのは「セクシ

ュアルハラスメント」で 12,228 件（52.5％）、次いで「婚

姻、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い」3,429 件

（14.7％）、「母性健康管理」で 3,169 件（13.6％）とな

っている。 

社内規程があっても「言い出しにくい」背景には、職

場の風土にあるとされた。しかし「休みにくい雰囲気」

とは、休むことによって他の労働者に負担がかかる、ま

たは代替職員がいないという実質的問題があった。周囲

に対する負い目を感じずに休めるよう雇用側の配慮が望

まれる。 

(ｂ) 保育所と質の問題 

妊娠中から、産後入所できる保育所が保証されること

が求められていた。就業継続を望む母親が、安心して子

どもを産むためには当然といえるニーズである。 

保育については、病児保育等のサービス他、質の問題

も提起された。1997 年児童福祉法の改正により、保育は

措置から契約制度になり、選べるサービスへと転換した

とされたが、実際は選べるほど施設数に余裕がない。 
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質の問題は、「保育士養成において必要と思われること」

（表 9）であげられたように、まず保育者自身の心身の

健康維持が大切であり、社会的地位、待遇の改善が求め

られていた。その上で、今日、保育士に求められている

家庭育児の支援や障害児保育に対応できるよう養成プロ

グラムの充実が必要とされていた。待機児童や保育の質

については、現在の家庭にとってだけの問題ではなく、

次世代の親にとって「安心して産めるかどうか」の判断

材料のひとつとなりうる問題である。 

(ｃ) 出産に関する支援 

保育所と並んで、分娩施設の不足はお産難民という表

現があるほど深刻である。また、産後ケアの施設を望む

声もあった。都内のある民間施設の料金を見ると 1 週間

22 万円ほどで、条件によっては公的補助も受けられると

のことであった。このような施設が適宜配備されること

は、産後の不安やストレスなどを軽減し、新しい家族の

出発点での支援として有用であると考えられる。 

高齢出産と不妊治療への支援は、今日的課題である。

不妊治療のため休暇や夫が受けやすい配慮などがあげら

れた。高齢出産は、医学的支援以外に、祖父母の介護な

ど家族支援、社会的地位の高さに伴う責任の問題などが

あげられた。 

(ｄ) シングルマザーへの支援 

シングルマザーへの支援について「働く女性であげた

支援があれば随分違う」との意見があった。子育てイン

フラが完備すれば、すべての家庭へのサポートになると

いう指摘であるが、現状ではまだ足りていないと受け止

められる。 

若年（10 代）のシングルマザーへの支援は、上記の働

く女性への支援以外に、「学業継続」という課題があげら

れた。産後の自立支援における就業確保にも大きく影響

するため、必須の要件である。多くの場合望んだ妊娠で

はなく、ハイリスク・ケースとして妊娠中から、産後の

母子のケア、育児支援まで連続した支援の対象とされる

が、公的支援だけでは難しいという意見があった。地域

での偏見、世間の冷たい目に晒されるなどの問題があり、

長期にわたる継続的な支援が必要とされた。生まれてき

た子ども全てを差別せずに、社会が受け入れるという素

地ができるまでにはもう暫く時間がかかるのであろうか。 

 

２）若い世代への支援について 

妊娠前の若い世代へ必要と思われる支援については

（表 7）望まない妊娠をさけることのみならず、基本的

な健康維持、日常生活の指導から、家族をもつことのイ

メージ、子どもの存在、広い意味での性教育、わが国の

少子高齢化についてなどが、伝えるべき内容としてあげ

られ、義務教育で具体的に教えていくことの必要性が指

摘された。 

すなわち、家族形成支援は基本的な生活や教育の中で、

妊娠の可能性のある年齢より前に、男女全員を対象に始

めることが肝要であるということがいえる。 

 

その他、記述回答で寄せられた内容は多岐に渡り、こ

こで全てに触れることはできないが、結果Ⅲ-3 に示した

個々のニーズに対する支援は、わが国が少子化であるか

どうかに関わらず検討されるべき課題である。大部分は

家計アプローチすなわち、経済支援や施設・制度を整え

ることである程度まで解決する問題と考えられた。その

中で、解決策をあげることが困難な課題は、風土、風潮、

偏見、ジェンダーなど社会および個人の価値観であり、

「わが国が子どもを産み育てにくいと言われる要因につ

いて」（表 8）にもあげられた「社会に子どもを大切に

する姿勢がない」など根本的な問題である。 

最後に、今回の調査から得られた情報は、家族を形成

しようとする対象へ必要な支援であった。しかし、少子

化の要因研究としては、家族形成の意欲から問い直さな

ければならない。性行動、カップル形成、男女のパート

ナーシップ、セクシュアリティといった、経済生活アプ

ローチのみでは説明が難しい領域に踏み込む必要がある。 

 

 

Ⅴ 結 論 

 

1. 人口学の見地から、少子化の背景要因に関する研究

は、母子保健学的アプローチ（リプロダクティブ・ヘル

スアプローチ）と家計アプローチ（経済生活アプローチ）

が考えられた。少子化研究の残された課題は、（1）国際

的視点の導入、（2）ライフコースに沿った少子化研究の

推進、（3）母子保健学的アプローチの推進、であった。 

2. 当研究所チーム研究における過去の少子化関連研

究をレビューした。社会状況の変遷に伴い、研究の視点

は「性行動」「養育力」「大人観」「ワーク・ライフ・バラ

ンス」「親密性」「恋愛観」「性役割観」など、少しずつ変

化してきた。今後はそれらを系統的に整理し、母子保健

学的アプローチによる研究デザインを構築することが肝

要である。 

3. 産前産後における支援の必要性は「仕事をもってい

る女性」「シングルマザー」「若年の妊婦（母）」について

の記述が多く、「初産」「夫」「高齢妊婦」がこれに続いた。

家族形成支援とは、妊娠以前、カップル形成以前から始

まる、ライフコースを見据えた長期の継続的な支援であ

る。 
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図３．少子化研究の概要 
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